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第１章 計画の法的根拠  
１ 計画策定の背景 
（１）障がい者施策の動向 

障がい児者を取り巻く状況は、少子高齢社会の進行など社会情勢が変化する中、障が

いのある人の高齢化が進み、障がいの重度化、重複化が進んでいます。また、障がいの

ある人の家庭においても介助者の高齢化が進んでおり、核家族化をはじめとした家族形

態の変化に伴い、地域における介助・支援機能が低下するなど、取り巻く状況は大きく

変化しています。 

国においては、平成 26年１月に障害者権利条約を批准し、平成 26年２月から障害

者権利条約が効力を生じることとなり、「障がい」は個人の問題ではなく社会が作り出

しているという、いわゆる「社会モデル」の考え方が反映され、新たに「合理的配慮」

の概念が盛り込まれるなど、障がい者を“保護の対象”としていた考えを大きく転換し、

社会の対等な一員である“権利の主体”として、自らの意思によって社会、経済、文化

その他あらゆる分野への参加を促進するための改革が進められ、障がい者の権利の実現

に向けた施策の取り組みが一層強化されました。 

平成 28年には、障害者総合支援法をはじめ、児童福祉法や発達障害者支援法が改正

され、障がいのある人が自らの望む地域生活を営むことができるよう、「生活」と「就

労」に対する支援の充実が図られるとともに、高齢障がい者による介護保険サービスの

円滑な利用を促進するための見直しや、障がい児支援のニーズの多様化にきめ細かく対

応するための支援の拡充等、サービスの質の確保及び向上を図るためのさまざまな環境

整備が進められています。 

平成 30年には、地域福祉の推進により「地域共生社会」の実現を目指すために改正

社会福祉法が施行し、「地域共生社会」の考え方が位置づけられ、社会構造の変化や人々

の暮らしの変化を踏まえ、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関

係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資

源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きが

い、地域をもとに創っていく社会を目指しています。障がい者福祉分野のみならず、あ

らゆる分野との連携・協働を図りながら、地域共生社会の実現という大きな枠組みの中

で、障がい者福祉分野の推進を図るため、障がいのある人による取組である「自助」、

地域における住民同士の支え合いである「互助」、自助を支えるための社会連携による

医療と障がい福祉サービス等である「共助」、市の責任で行う「公助」の視点を踏まえ

た地域づくりを推進していく必要があります。 
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（２）本市の動向 
本市では、平成 18 年度に第１期の「小美玉市障がい福祉計画（平成 18 年度～平成

20 年度」が策定され、現在では、「ノーマライゼーション」と「完全参加」を基本理念

に掲げ、「小美玉市障がい者計画・第５期小美玉市障がい福祉計画・第１期小美玉市障が

い児福祉計画（平成 30年度～令和２年度）」を推進してきたところです。 

この度、計画の計画期間が終了することから、新たに本市の障がい者及び障がい児施

策の方向性を定める「小美玉市障がい者計画・第６期小美玉市障がい福祉計画・第２期

小美玉市障がい児福祉計画（令和３年度～令和５年度）」を策定します。 

 

 

２ 計画の法的根拠と位置付け 
（１）計画の法的根拠 

本計画は、障害者基本法第 11条第３項で定める「市町村障害者計画」と障害者総合支

援法第 88 条で定める「市町村障害福祉計画」及び児童福祉法第 33 条の 20 で定める

「市町村障害児福祉計画」を法的根拠とし、これら３計画を一体的に策定するものです。 

「小美玉市障がい者計画」は、本市の障がい者施策の総合的かつ計画的な推進を図るた

め、基本的な理念や施策の方向性を定める計画として位置づけられます。 

「第６期小美玉市障がい福祉計画」、「第２期小美玉市障がい児福祉計画」は、障がい福

祉サービス等の提供体制及び自立支援給付等の円滑な実施を確保することを目的として、

具体的な数値目標やサービスの提供方法を定める計画として、「小美玉市障がい者計画」

の実施計画として位置づけられます。 

 

計画名 法的根拠 計画の性格 計画の内容 

小美玉市 

障がい者計画 

障害者基本法 

第 11条第３項 

障がい者施策全般の

基本的指針を定める

分野横断的な総合計

画 

保健、医療、福祉、雇

用、教育、就労、啓発・

広報等、障がい者に関

するあらゆる分野の

施策について定める

もの 

小美玉市 

障がい福祉計画 

障害者総合支援法 

第 88条第１項 
障がい者（児）施策の

中のサービス提供等

についての具体的な

実施計画 

障がい福祉サービス、

相談支援及び地域生

活支援事業の提供体

制の確保に係る目標

や見込量ついて定め

るもの 

小美玉市 

障がい児福祉計画 

児童福祉法 

第 33条の 20 

障がい児通所支援及

び障がい児相談支援

の提供体制の確保に

係る目標や見込量つ

いて定めるもの 
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（２）計画の位置付け 
本計画は、本市の最上位計画である「小美玉市総合計画」と整合・調和した計画です。 

また、福祉部門の上位計画として「小美玉市地域福祉計画」を位置づけ、高齢者福祉計

画・介護保険事業計画および子ども・子育て支援事業計画をはじめとする、関連計画との

整合を図り策定しました。 

さらに、策定にあたっては、国の「障害者基本計画」の動向を踏まえるとともに、県の

「新いばらき障害者プラン（茨城県障害者計画・茨城県障害福祉計画・茨城県障害児福祉

計画）」とも整合を図り作成しました。                     
 

 

 

 

 

 

 

 

   

小美玉市総合計画 

市関連部門 

 

・教育 

・保健 

・医療 

・住宅 

・建設 

 等 

新いばらき障害者プラン 

（茨城県障害者計画・茨城県障害福祉計画・

茨城県障害児福祉計画） 

障害者基本計画 
国 

県 

上位計画 

調整 

【基本指針】 

上位計画 

小美玉市地域福祉計画 

 

小
美
玉
市
障
が
い
児
福
祉
計
画 

【
児
童
福
祉
法
】 

小
美
玉
市
障
が
い
者
計
画 

【
障
害
者
基
本
法
】 

小
美
玉
市
障
が
い
福
祉
計
画
【
障
害
者
総
合
支
援
法
】 

小
美
玉
市
高
齢
者
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事
業
計
画 

小
美
玉
市
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画 



 

6 

３ 計画の対象 
この計画は障がいのある人だけでなく、すべての市民を対象としています。 

また、本計画の「障がいのある人」の範囲は、身体障がい、知的障がい、精神障がい（発

達障がい、高次脳機能障がいを含む。）、難病その他の心身の機能に障がいがある人で、障

がい及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態に

ある人を対象とします。 

 

４ 計画の期間 
本計画の期間は、令和３年度から令和５年度の３年間とします。ただし、計画期間中に

おいても国の制度改正等があった場合には適宜見直しを行うこととします。 

 

年度 

計画 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 

障がい者 

計画 
         

障がい 

福祉計画 
         

障がい児 

福祉計画 
         

 

   

第４次計画 第５次計画 第６次計画 

第５期計画 第６期計画 第７期計画 

第１期計画 第２期計画 第３期計画 
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第２章 小美玉市の障がい者を取り巻く現状  
１ 人口の状況 

本市の総人口は、減少傾向で推移し、令和２年で 50,525人となっています。 

また、年齢３区分別人口の推移をみると、年少人口と生産年齢人口は年々減少してい

るものの、高齢者人口は増加傾向にあり、高齢者人口の占める割合（高齢化率）は 29.0％

となっており、今後も高齢化が進むと予測されます。 

 

【総人口および年齢３区分別人口の推移】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） 
【年齢３区分別人口の割合の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） 6,848 6,674 6,491 6,350 6,143 5,933 

32,649 31,999 31,463 30,933 30,311 29,942 

13,193 13,620 13,967 14,225 14,465 14,650 

52,690 52,293 51,921 51,508 50,919 50,525 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 高齢者人口（65歳以上）

（人）

13.0 12.8 12.5 12.3 12.1 11.7 

62.0 61.2 60.6 60.1 59.5 59.3 

25.0 26.0 26.9 27.6 28.4 29.0 

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年

年少人口割合 生産年齢人口割合 高齢者人口割合
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２ 障がい者数の推移 
（１）身体障がい者手帳所持者数の推移 

身体障がい者手帳所持者は、令和２年で 1,567人となっています。手帳の等級につい

ては、いずれの年も１級が約 40％で最も多くなっています。 

 

【身体障がい者等級別手帳所持者数の推移】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：小美玉市調べ（各年４月１日現在） 
単位：人  平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 平成 31年 令和 2年 

等
級
別 １級 574 578 582 572 571 622 

37.9% 37.9% 38.4% 38.6% 38.8% 39.7% 

２級 206 201 195 193 188 201 

13.6% 13.2% 12.9% 13.0% 12.8% 12.8% 

３級 236 237 231 220 226 237 

15.6% 15.5% 15.3% 14.8% 15.4% 15.1% 

４級 353 362 359 355 342 354 

23.3% 23.7% 23.7% 24.0% 23.2% 22.6% 

５級 74 75 76 72 77 83 

4.9% 4.9% 5.0% 4.9% 5.2% 5.3% 

６級 73 72 71 70 67 70 

4.8% 4.7% 4.7% 4.7% 4.6% 4.5% 

合計 1,516 1,525 1,514 1,482 1,471 1,567   

574 578 582 572 571 622 

206 201 195 193 188 
201 

236 237 231 220 226 
237 

353 362 359 355 342 
354 

74 75 76 
72 77 

83 
73 72 71 70 67 

70 
1,516 1,525 1,514 1,482 1,471 

1,567 

0

300

600

900

1,200

1,500

1,800

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

（人）
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（２）身体障がい種別人数の推移 
身体障がい種別は、令和２年では、「肢体不自由」が 770 人で最も多く、次いで「内

部障がい」が 570人、「視覚障がい」が 109人となっています。なお、最も多い「肢体

不自由」は、全体の 49.1％を占める状況となっています。 

 

【身体障がい種別人数の推移】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：小美玉市調べ（各年４月１日現在） 
 

単位：人  平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 平成 31年 令和 2年 

障
が
い
種
別 視覚障がい 

115 110 107 106 106 109 

7.6% 7.2% 7.1% 7.2% 7.2% 7.0% 

聴覚・平衡

機能障がい 

101 103 104 99 99 105 

6.7% 6.8% 6.9% 6.7% 6.7% 6.7% 

音声・言語・そし

ゃく機能障がい 

12 12 14 15 14 13 

0.8% 0.8% 0.9% 1.0% 1.0% 0.8% 

肢体不自由 
795 790 780 750 720 770 

52.4% 51.8% 51.5% 50.6% 48.9% 49.1% 

内部障がい 
493 510 509 512 532 570 

32.5% 33.4% 33.6% 34.5% 36.2% 36.4% 

合計 1,516 1,525 1,514 1,482 1,471 1,567   

115 110 107 106 106 109 

101 103 104 99 99 105 

12 12 14 15 14 13 

795 790 780 750 720 
770 

493 510 509 
512 532 

570 
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内部障がい

（人）



 

10 

（３）療育手帳所持者程度別人数の推移 
療育手帳所持者は、令和２年で 437人となっています。程度別でみると、「Ｃ」が 151

人で最も多く、次いで「Ｂ」が 121人、「Ａ」が97人となっています。なお、「Ｂ」と

「Ｃ」で、全体の 62.3％を占める状況となっています。 

 

【療育手帳所持者程度別人数の推移】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：小美玉市調べ（各年４月１日現在） 
 

単位：人  平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 平成 31年 令和 2年 

程
度 最重度（Ⓐ） 

56 59 66 67 68 68 

14.7% 14.8% 15.7% 15.8% 15.7% 15.6% 

重度（A） 
93 95 95 94 95 97 

24.5% 23.9% 22.6% 22.1% 21.9% 22.2% 

中度（B） 
107 112 116 118 123 121 

28.2% 28.1% 27.6% 27.8% 28.3% 27.7% 

軽度（C） 
124 132 143 146 148 151 

32.6% 33.2% 34.0% 34.4% 34.1% 34.6% 

合計 380 398 420 425 434 437   

56 59 66 67 68 68 

93 95 95 94 95 97 

107 112 116 118 123 121 

124 
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最重度（Ⓐ） 重度（A） 中度（B) 軽度（C）

（人）
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（４）精神障がい者保健福祉手帳所持者数等の推移 
精神障がい者保健福祉手帳所持者は、令和２年で 300人となっています。 

また、自立支援医療受給者証（精神通院医療）所持者数は、令和２年で 614人となっ

ています。 

 

【精神障がい者保健福祉手帳所持者数等の推移】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：小美玉市調べ（各年４月１日現在） 
 

単位：人  平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 平成 31年 令和 2年 

精神障がい者保健福祉手帳

所持者 
193 221 253 266 269 300 

自立支援医療受給者証（精

神通院医療）所持者数 
557 576 593 618 578 614 
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（人）
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（５）難病患者の状況 
平成 27年１月１日には「難病の患者に対する医療等に関する法律」（難病法）が施行

され、難病患者への指定難病特定医療費助成制度が始まりました。これにより、対象疾病

の範囲も拡大され、令和２年現在で 333疾病となっています。 

 

単位：人／疾病  平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 平成 31年 令和 2年 

受給者証交付数 283 301 294 287 300 313 

疾患数 306 306 330 331 333 333 

資料：中央保健所【旧水戸保健所】（各年４月１日現在） 
 

※平成 27 年１月の難病法施行により 56 疾病から 110 疾病へ、平成 27 年７月から

306疾病へ、平成 29年４月から 330疾病へ、平成 30年４月から 331疾病へ、令

和元年７月から 333疾病へと対象疾病が拡大しています。 
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３ アンケート調査結果 
（１）調査概要 
■調査の目的 

本調査は、「小美玉市障がい者計画」及び「第６期小美玉市障がい福祉計画」、「第２期

小美玉市障がい児福祉計画」の策定にあたり、障がい者を取り巻く課題や障がい者のニー

ズや要望等を把握し、計画策定の基礎資料として活用することを目的に実施しました。 

 

■調査方法と調査期間 

・調査方法：郵送配布、郵送回収 

・調査期間：令和元年 12月 17日～令和２年１月 29日 

 

■回収結果 

調査区分 配布数 回収数 回収率 

障がい者手帳所持者 2,016 838 41.6％ 

市民 299 99 33.1％ 

事業所 23 17 73.9％ 

団体 2 1 50.0％ 

 

■調査結果を見る際の留意点 

・調査結果の比率は、その設問の回答者数を基数として、小数点第２位を四捨五入し

て小数点第１位までを示しているため、その合計値が 100 ％にならない場合が

あります。 

・図表中の「ｎ」とは、その設問の回答者数を表しています。 

・複数回答の設問の場合、回答比率の合計は 100 ％を超える場合があります。 

・設問の選択肢は、表記を省略している場合があります。   
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（２）障がい者手帳所持者アンケート調査結果（抜粋） 
①障がいが生じた時期 

障がいが生じた時期は、身体障がい者では「60～69 歳」、「70 歳以上」、知的障が

い者では「出生時」、「乳幼児期」、精神障がい者では「18～29歳」、難病患者では「40

～49歳」、「50～59歳」、「70歳以上」で全体に占める割合が高くなっています。 

障がい種別により、障がいが生じる時期も異なることから、ライフステージに応じた

支援が必要であると考えられます。 

 

 
全体 

n=838 

身体障がい者

n=619 

知的障がい者

n=120 

精神障がい者

n=115 

難病患者 

n=45 

出生時 7.6 4.5 32.5 5.2 2.2 

乳幼児期（０～５歳） 8.5 4.8 28.3 8.7 6.7 

学齢期（小～中学校卒業まで） 4.1 2.7 12.5 7.8 6.7 

中学校卒業～１７歳頃 2.4 1.9 3.3 4.3 2.2 

18～29歳頃 7.0 5.8 4.2 22.6 6.7 

30～39歳頃 5.5 5.2 0.0 13.9 6.7 

40～49歳頃 9.7 11.8 0.0 12.2 17.8 

50～59歳頃 13.6 17.0 0.8 7.0 17.8 

60～69歳頃 16.6 21.0 2.5 4.3 13.3 

70歳以上 15.9 20.2 0.8 7.0 17.8 

わからない 3.2 1.9 10.0 5.2 2.2 

無回答 6.0 3.1 5.0 1.7 0.0    
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②一緒に暮らしている人 

一緒に暮らしている人は、身体障がい者、難病患者では「配偶者」の占める割合が高く、

知的障がい者、精神障がい者では「親（父・母）」の占める割合が高くなっています。 

 

 
全体 

n=838 

身体障がい者

n=619 

知的障がい者

n=120 

精神障がい者

n=115 

難病患者 

n=45 

配偶者 41.8 51.2 2.5 20.9 53.3 

子ども（子どもの配偶者） 28.2 34.4 1.7 13.0 31.1 

親（父・母） 22.3 12.3 65.0 47.0 22.2 

兄弟姉妹 10.0 4.8 32.5 16.5 8.9 

孫 7.0 8.7 0.8 0.0 0.0 

祖父母 3.0 1.1 13.3 3.5 6.7 

その他の親族 1.6 1.3 0.8 2.6 0.0 

いない（一人で暮らしている） 20.2 19.7 23.3 20.0 15.6 

その他 3.8 2.7 6.7 8.7 4.4 

無回答 2.0 1.9 2.5 0.0 0.0  
③介助者の年齢 

介助者の年齢は、障がい種別により異なる傾向がみられ、身体障がい者、精神障がい

者では、他の障がい種別と比べて 60歳以上の割合が高くなっています。 

 

 
全体 

n=295 

身体障がい者

n=192 

知的障がい者

n=68 

精神障がい者

n=48 

難病患者 

n=21 

20歳未満 0.7 1.0 0.0 0.0 0.0 

20歳～29歳 1.7 1.0 1.5 4.2 9.5 

30歳～39歳 7.1 6.3 8.8 6.3 4.8 

40歳～49歳 12.5 7.8 23.5 20.8 23.8 

50歳～59歳 19.7 18.8 29.4 8.3 14.3 

60歳～69歳 23.4 24.5 19.1 18.8 14.3 

70歳～79歳 21.4 26.0 13.2 27.1 23.8 

80歳～89歳 9.5 10.4 2.9 14.6 0.0 

90歳以上 0.3 0.5 0.0 0.0 0.0 

無回答 3.7 3.6 1.5 0.0 9.5 
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④地域で生活するために必要なこと 

地域で生活するために必要なことは、すべての障がい種別で「経済的な負担の軽減」

が最も高い割合を示しています。また、障がい種別により異なる傾向がみられるところ

もあり、知的障がい者、精神障がい者では「相談対応等の充実」、難病患者では「在宅

で医療ケアなどが適切に得られること」の割合が、他の障がい種別と比べて高くなって

います。 

障がい種別により、地域で生活するために必要なことが異なることを踏まえた、適切

な支援等が必要であると考えられます。 

 

 
全体 

n=838 

身体障がい者

n=619 

知的障がい者

n=120 

精神障がい者

n=115 

難病患者 

n=45 

経済的な負担の軽減 41.9 39.4 40.0 58.3 51.1 

在宅で医療ケアなどが適切に得ら

れること 
30.0 33.9 19.2 20.9 51.1 

必要な在宅サービスが適切に利

用できること 
29.2 31.5 22.5 30.4 33.3 

相談対応等の充実 25.4 20.7 40.0 46.1 17.8 

障がい者に適した住居の確保 18.6 16.8 28.3 28.7 31.1 

地域住民等の理解 17.8 12.4 32.5 45.2 13.3 

コミュニケーションについての支援 16.7 12.3 29.2 33.9 8.9 

生活訓練等の充実 11.5 9.5 24.2 21.7 15.6 

その他 5.4 5.0 6.7 5.2 6.7 

無回答 14.3 15.2 10.8 6.1 8.9 
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⑤外出時に困ることや不便に思うこと 

外出時に困ることや不便に思うことは、全体では「公共交通機関が少ない（ない）」

が最も多く、次いで「トイレ」、「建物・駅などの階段」と続いています。身体障がい者

では、全体の結果と同様の傾向がみられる一方、知的障がい者、精神障がい者では「困

ったときにどうすればいいか心配」、難病患者では「障がい者用の駐車場が少ない」の

割合が、他の障がい種別と比べて高くなっています。 

外出におけるハード面の整備と、市民の理解を深めることにより安心して外出ができ

る地域づくりが求められています。 

 

 
全体 

n=753 

身体障がい者

n=549 

知的障がい者

n=113 

精神障がい者

n=110 

難病患者 

n=39 

公共交通機関が少ない（ない） 23.1 20.2 30.1 35.5 25.6 

トイレ 19.7 22.4 14.2 15.5 25.6 

建物・駅などの階段 18.7 22.8 8.0 6.4 23.1 

道路の段差 16.7 20.2 8.8 9.1 15.4 

障がい者用の駐車場が少ない 16.5 21.5 4.4 4.5 28.2 

困ったときにどうすればいいか心配 14.1 9.8 26.5 33.6 7.7 

外出にお金がかかる 13.1 10.6 15.9 27.3 20.5 

発作など突然の身体の変化が心配 11.2 11.7 11.5 16.4 15.4 

電車・バスなどへの乗車が困難 8.6 9.7 7.1 9.1 12.8 

エレベーターやエスカレーターがない 8.5 10.0 2.7 5.5 15.4 

周囲の目が気になる 7.4 4.7 12.4 20.0 5.1 

歩道橋 6.1 7.7 0.0 3.6 12.8 

信号が早く変わりすぎる 5.2 5.3 2.7 6.4 2.6 

介助者が確保できない 3.5 2.4 8.0 2.7 2.6 

標識や表示がわかりにくい 3.2 2.7 2.7 4.5 5.1 

放置自転車や看板等の障害物 2.0 2.2 0.9 2.7 7.7 

改札口が狭い 1.2 0.9 1.8 1.8 5.1 

点字ブロックがない 0.4 0.5 0.0 0.9 0.0 

特にない 23.6 24.0 25.7 21.8 15.4 

その他 2.3 1.5 3.5 2.7 0.0 

無回答 9.8 9.8 5.3 8.2 15.4 
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⑥障がい者の就労支援で必要なこと 

障がい者の就労支援で必要なことは、「職場の障がい者への理解」、「職場の上司や同

僚に障がいの理解があること」が上位に挙げられており、特に精神障がい者の割合が高

く、「短時間勤務や勤務日数等の配慮」、「通勤手段の確保」、「仕事についての職場外で

の相談対応、支援」の割合も、他の障がい種別と比べて高くなっています。 

職場における障がいへの理解を深める取組や、障がいの特性に応じて柔軟な働き方が

できる職場環境が求められています。 

 

 
全体 

n=838 

身体障がい者

n=619 

知的障がい者

n=120 

精神障がい者

n=115 

難病患者 

n=45 

職場の障がい者への理解 35.8 33.1 37.5 58.3 31.1 

職場の上司や同僚に障がいの理

解があること 
32.0 28.4 35.0 58.3 35.6 

短時間勤務や勤務日数等の配慮 28.4 27.1 23.3 49.6 33.3 

通勤手段の確保 26.6 23.1 32.5 40.9 20.0 

企業などへの障がい者雇用の義

務付けの徹底 
23.5 23.3 19.2 32.2 31.1 

仕事についての職場外での相談

対応、支援 
19.1 15.0 26.7 40.9 20.0 

勤務場所におけるバリアフリー等

の配慮 
16.9 19.9 10.0 13.0 22.2 

職場で介助や援助等が受けられる

こと 
16.2 15.0 21.7 27.0 15.6 

在宅勤務の拡充 14.8 14.5 8.3 26.1 24.4 

就労後のフォローなど職場と支援

機関の連携 
14.3 10.0 24.2 32.2 17.8 

企業ニーズに合った就労訓練 11.0 9.7 10.8 22.6 13.3 

その他 3.1 2.7 3.3 4.3 4.4 

無回答 39.6 41.5 40.0 19.1 42.2 
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⑦園や学校などに望むこと 

園や学校などに望むことは、全体では「能力や障がいの状況にあった指導をしてほし

い」が最も多く、次いで「就学相談や進路相談など、相談体制を充実してほしい」、「障

がいに対する教師の理解を深めてほしい」と続いています。 

また、知的障がい者では「個別指導を充実してほしい」、「特別支援教育支援員やコー

ディネーターを増員してほしい」の割合が高いことから、子どもの発育・発達の状況に

応じた指導の充実が求められています。 

 

 
全体 

n=33 

身体障がい者

n=14 

知的障がい者

n=22 

精神障がい者

n=3 

難病患者 

n=3 

能力や障がいの状況にあった指

導をしてほしい 
51.5 42.9 50.0 100.0 33.3 

就学相談や進路相談など、相談体

制を充実してほしい 
48.5 50.0 50.0 66.7 0.0 

障がいに対する教師の理解を深

めてほしい 
42.4 42.9 40.9 66.7 33.3 

施設、設備、教材を充実してほし

い 
42.4 35.7 36.4 66.7 33.3 

障がいを理由としたいじめや不登

校等の対応をしてほしい 
33.3 21.4 36.4 66.7 33.3 

個別指導を充実してほしい 27.3 14.3 36.4 33.3 0.0 

特別支援教育支援員やコーディネ

ーターを増員してほしい 
27.3 21.4 40.9 0.0 66.7 

放課後の活動場所を整備してほし

い 
18.2 14.3 22.7 33.3 33.3 

通常の学級との交流の機会を増

やしてほしい 
12.1 7.1 13.6 33.3 33.3 

障がいの状況にかかわらず通常

の学級で受け入れてほしい 
3.0 0.0 4.5 0.0 0.0 

医療的なケア（吸引・経管栄養・導尿

等）が受けられるようにしてほしい 
3.0 7.1 0.0 0.0 0.0 

特に望むことはない 12.1 21.4 13.6 0.0 0.0 

その他 3.0 7.1 0.0 0.0 0.0 

無回答 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
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⑧相談相手について 

相談相手は、すべての障がい種別で「家族や親せき」が最も高い割合を示しています。

また、障がい種別により異なる傾向がみられるところもあり、知的障がい者では「施設

の指導員など」、精神障がい者、難病患者では「かかりつけの医師や看護師」の割合が、

他の障がい種別と比べて高くなっています。 

障がい種別により、相談内容も多様であることから、専門的な知識が求められる相談

窓口においては、障がいに対する知識の向上を図るなど、相談支援の質の向上を図ると

ともに、「家族や親せき」、「友人・知人」などへ相談する人も多いことから、障がいに

対する正しい知識や福祉サービス等の内容など、あらゆる機会や媒体を活用した情報発

信の充実を図る必要があると考えられます。 

 

 
全体 

n=505 

身体障がい者

n=375 

知的障がい者

n=66 

精神障がい者

n=76 

難病患者 

n=25 

家族や親せき 65.9 69.1 57.6 52.6 80.0 

かかりつけの医師や看護師 29.1 29.1 18.2 42.1 60.0 

友人・知人 24.2 26.1 22.7 22.4 40.0 

施設の指導員など 21.0 14.1 56.1 30.3 8.0 

病院のケースワーカーや介護保険

のケアマネージャー 
18.4 18.4 6.1 25.0 20.0 

相談支援事業所の相談窓口 12.7 8.5 28.8 25.0 12.0 

行政機関の相談窓口 11.3 11.2 7.6 11.8 16.0 

職場の上司や同僚 6.1 4.0 9.1 15.8 0.0 

ホームヘルパーなど事業所の人 5.9 6.1 9.1 6.6 4.0 

近所の人 5.1 5.9 6.1 1.3 8.0 

障がい者団体や家族会 3.0 1.9 13.6 5.3 4.0 

民生委員・児童委員 3.0 3.5 1.5 3.9 0.0 

通園施設や保育所、幼稚園、学校

の先生 
0.8 0.3 3.0 1.3 4.0 

その他 1.6 1.3 3.0 2.6 0.0 

無回答 4.8 5.1 4.5 2.6 0.0 
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⑨現在や今後の生活で不安に思っていること 

現在や今後の生活で不安に思っていることは、「自分の健康・治療に関すること」、「経

済や生活費などの金銭的なこと」が上位に挙げられています。また、知的障がい者、精

神障がい者では「親の高齢化のこと」、「仕事や就職に関すること」の割合が、他の障が

い種別と比べて高くなっています。 

社会全体として高齢化が進む中、親亡き後の生活に不安を抱える人も多いことから、

親亡き後を見据えた支援の展開も求められています。 

 

 
全体 

n=838 

身体障がい者

n=619 

知的障がい者

n=120 

精神障がい者

n=115 

難病患者 

n=45 

自分の健康・治療に関すること 58.1 60.7 45.0 66.1 71.1 

経済や生活費などの金銭的なこと 38.2 35.2 42.5 58.3 48.9 

介助をしてくれる人のこと 21.6 22.3 23.3 22.6 20.0 

緊急時・災害時に関すること 20.2 19.7 22.5 25.2 13.3 

外出・移動に関すること 18.9 17.8 25.0 27.8 20.0 

家事（炊事・掃除・洗濯）に関する

こと 
17.4 14.5 18.3 31.3 17.8 

親の高齢化のこと 17.3 11.5 37.5 44.3 22.2 

住まいに関すること 12.4 9.7 17.5 23.5 13.3 

仕事や就職に関すること 11.5 6.3 22.5 31.3 8.9 

家族や地域との関係に関すること 9.5 8.1 10.8 23.5 11.1 

話し相手に関すること 7.4 5.0 11.7 21.7 2.2 

恋愛や結婚に関すること 6.2 2.7 16.7 15.7 6.7 

情報収集に関すること 6.1 4.7 5.8 15.7 2.2 

学校・職場などの人間関係に関す

ること 
4.9 2.1 14.2 13.0 4.4 

就学・進学に関すること 2.1 1.1 9.2 1.7 6.7 

特にない 9.2 8.7 14.2 2.6 11.1 

その他 1.3 0.8 0.8 1.7 4.4 

無回答 14.1 14.9 10.0 8.7 11.1 
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⑩障がいのことや福祉サービス等の情報を知る方法 

障がいのことや福祉サービス等の情報を知る方法は、「行政機関の広報誌」、「家族や

親せき、友人・知人」が上位に挙げられています。また、知的障がい者、精神障がい者

では「サービス事業所の人や施設職員」の割合が高く、「インターネット」は精神障が

い者、難病患者で割合が高くなっています。 

情報が入手できないことにより、適切な支援へとつながらないことも考えられること

から、障がいのある人が入手しやすい情報発信や、障がいのある人を支える人たちへの

情報発信を行い、適切な知識の普及を図る必要があると考えられます。 

 

 
全体 

n=838 

身体障がい者

n=619 

知的障がい者

n=120 

精神障がい者

n=115 

難病患者 

n=45 

行政機関の広報誌 27.3 31.3 12.5 20.9 37.8 

家族や親せき、友人・知人 25.4 23.1 34.2 24.3 26.7 

本や新聞、雑誌の記事、テレビや

ラジオのニュース 
24.5 26.7 19.2 24.3 33.3 

かかりつけの医師や看護師 20.4 22.1 10.0 27.0 28.9 

サービス事業所の人や施設職員 16.3 13.1 27.5 27.0 17.8 

病院のケースワーカーや介護保険

のケアマネージャー 
13.2 13.6 0.8 19.1 11.1 

インターネット 13.1 12.1 11.7 20.0 22.2 

行政機関の相談窓口 9.9 10.7 10.0 12.2 8.9 

相談支援事業所などの民間の相

談窓口 
5.5 3.4 14.2 7.8 4.4 

障がい者団体や家族会（団体の機

関誌など） 
3.5 2.3 10.8 3.5 6.7 

民生委員・児童委員 2.0 2.3 0.0 1.7 0.0 

通園施設や保育所、幼稚園、学校

の先生 
1.9 0.5 10.0 1.7 6.7 

その他 1.8 1.1 3.3 3.5 0.0 

無回答 16.6 16.2 15.8 7.8 8.9 
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⑪差別や嫌な思いの経験 

差別や嫌な思いの経験は、「ある」、「少しある」の合計値は、全体では約３割である

一方で、知的障がい者では約６割、精神障がい者では約５割となっています。 

依然として、地域において差別事象が発生している状況がうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫差別や嫌な思いをした場所 

差別や嫌な思いをした場所は、「外出先」、「学校・仕事場」が上位に挙げられていま

す。また、「市役所など公的機関または公共施設」は１割から２割程度となっています。 

地域社会や教育現場等へ差別解消の普及啓発を図るとともに、市が率先して差別解消

のため、障がいのある人への理解を深めることが必要であると考えられます。 

 

 
全体 

n=263 

身体障がい者

n=159 

知的障がい者

n=69 

精神障がい者

n=60 

難病患者 

n=15 

外出先 43.3 49.1 42.0 35.0 26.7 

学校・仕事場 31.2 20.8 49.3 41.7 33.3 

住んでいる地域 20.9 18.2 23.2 36.7 26.7 

病院などの医療機関 17.9 17.6 17.4 18.3 6.7 

余暇を楽しむとき 17.5 21.4 10.1 10.0 33.3 

市役所など公的機関または公共

施設 
15.2 17.6 7.2 25.0 20.0 

仕事を探すとき 12.9 15.1 4.3 18.3 13.3 

その他 4.9 2.5 4.3 10.0 0.0 

無回答 3.4 4.4 1.4 1.7 0.0 

16.2 

12.0 

36.7 

31.3 

15.6 

15.2 

13.7 

20.8 

20.9 

17.8 

53.0 

59.5 

34.2 

33.0 

57.8 

15.6 

14.9 

8.3 

14.8 

8.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 n=838

身体障がい者 n=619

知的障がい者 n=120

精神障がい者 n=115

難病患者 n=45

ある 少しある ない 無回答
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⑬災害時に困ること 

災害時に困ることは、「投薬や治療が受けられない」、「避難場所の設備（トイレ等）

が不安」が上位に挙げられています。また、知的障がい者では「安全なところまで、避

難することができない」、「救助を求めることができない」、「周囲とコミュニケーション

がとれない」の割合が、他の障がい種別と比べて高くなっています。 

近年、自然災害の発生頻度が高まる中、特に災害弱者といわれる障がいのある人や高

齢者等の避難体制の整備や、障がいの特性に応じた避難所における配慮等の整備が急務

とされ、様々な分野で検討しています。災害時における連絡体制や施設整備を含め効率

的な避難体制支援の確保とともに、平常時から支援を必要とする方の状況把握、地域住

民が相互に協力しあえる体制づくり等、災害に対する地域力を高める取組が重要である

と考えられます。 

 

 
全体 

n=838 

身体障がい者

n=619 

知的障がい者

n=120 

精神障がい者

n=115 

難病患者 

n=45 

投薬や治療が受けられない 42.1 42.8 26.7 58.3 48.9 

避難場所の設備（トイレ等）が不安 35.0 36.0 30.0 34.8 31.1 

安全なところまで、避難することが

できない 
29.2 27.9 43.3 20.9 35.6 

生活環境が不安 28.4 26.2 35.0 39.1 26.7 

情報を入手することができない 22.9 17.8 40.0 33.9 22.2 

救助を求めることができない 17.7 15.0 38.3 17.4 22.2 

周囲とコミュニケーションがとれな

い 
15.6 10.0 35.8 27.8 15.6 

補装具や日常生活用具の入手が

困難になる 
10.9 12.3 9.2 7.0 17.8 

補装具の使用が困難になる 9.4 11.0 7.5 2.6 6.7 

特にない 12.8 13.6 13.3 8.7 4.4 

その他 1.4 0.8 0.8 3.5 2.2 

無回答 12.6 12.9 6.7 9.6 8.9 

 

   



 
25 

⑭小美玉市の暮らしやすさ 

小美玉市の暮らしやすさは、「暮らしやすいと思う」、「どちらかというと暮らしやす

いと思う」の合計値は、全体が 35.9％、身体障がい者が 37.7％、知的障がい者が

34.1％、精神障がい者が 33.0％、難病患者が 37.8％となっています。 

一方で、「暮らしにくいと思う」、「どちらかというと暮らしにくいと思う」の合計値

は、全体が 15.6％、身体障がい者が 13.4％、知的障がい者が 20.0％、精神障がい者

が 28.7％、難病患者が 22.2％となっています。 

精神障がい者は、他の障がい種別に比べて、暮らしにくいと思う割合が高くなってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

11.6 

11.0 

10.8 

11.3 

11.1 

24.3 

26.7 

23.3 

21.7 

26.7 

37.9 

38.8 

40.8 

33.0 

33.3 

8.8 

8.4 

8.3 

13.0 

8.9 

6.8 

5.0 

11.7 

15.7 

13.3 

10.5 

10.2 

5.0 

5.2 

6.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 n=838

身体障がい者 n=619

知的障がい者 n=120

精神障がい者 n=115

難病患者 n=45

暮らしやすいと思う どちらかというと暮らしやすいと思う

どちらともいえない どちらかというと暮らしにくいと思う

暮らしにくいと思う 無回答
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⑮障がいのある人への市民の理解を深めるために必要なこと 

障がいのある人への市民の理解を深めるために必要なことは、「障がいや障がい者問

題に関する広報・啓発活動の推進」、「福祉施設、教育機関等と地域住民との日常的な交

流」が上位に挙げられています。また、知的障がい者では「学校等における人権教育の

充実」、精神障がい者では「障がいのある人の積極的な社会への進出」の割合が高くな

っています。 

様々な機会等を通して、障がいへの理解を深める取組が求められています。 

 

 
全体 

n=838 

身体障がい者

n=619 

知的障がい者

n=120 

精神障がい者

n=115 

難病患者 

n=45 

障がいや障がい者問題に関する

広報・啓発活動の推進 
27.4 28.8 29.2 32.2 33.3 

福祉施設、教育機関等と地域住民

との日常的な交流 
19.2 17.6 25.0 23.5 13.3 

学校等における人権教育の充実 18.7 16.2 30.8 25.2 20.0 

障がいのある人の積極的な社会

への進出 
18.7 17.3 19.2 33.9 15.6 

障がいへの理解を深めるために活

動する市民団体などへの支援 
18.4 17.6 23.3 26.1 22.2 

障がいのある人へのボランティア

活動の推進 
18.3 18.6 19.2 22.6 11.1 

障がいのある人との市民交流を通

じての理解と参加の促進 
15.4 14.7 17.5 21.7 15.6 

障がいに関する講演会や研修会

の開催 
14.0 12.4 23.3 21.7 15.6 

わからない 27.2 27.8 30.0 25.2 24.4 

特にない 10.5 10.5 11.7 10.4 13.3 

その他 1.4 1.3 1.7 1.7 4.4 

無回答 12.5 12.1 6.7 7.0 6.7 
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⑯今後重要だと思う福祉施策 

今後重要だと思う福祉施策は、「相談窓口や情報提供の充実」、「健康管理、医療、リ

ハビリテーションなど保健・医療の充実」が上位に挙げられています。障がい種別によ

り、重要だと思う福祉施策には異なる傾向がみられることから、障がいの特性を理解し

た上での施策展開が求められています。 

 

 
全体 

n=838 

身体障がい者

n=619 

知的障がい者

n=120 

精神障がい者

n=115 

難病患者 

n=45 

相談窓口や情報提供の充実 39.7 39.1 43.3 50.4 42.2 

健康管理、医療、リハビリテーショ

ンなど保健・医療の充実 
33.8 33.6 37.5 31.3 33.3 

障がいや障がいがある人への理

解を促進するための普及・啓発 
32.6 33.1 37.5 42.6 40.0 

災害等の非常時の情報提供・避難

体制の整備 
28.0 28.1 32.5 30.4 24.4 

外出支援の充実や交通機関等の

整備（移動手段の確保） 
27.9 27.6 30.0 32.2 26.7 

安心して住める住宅の整備 23.0 22.8 24.2 27.8 20.0 

道路や建物などの段差を解消する

など安全で快適な街づくりの推進 
22.8 24.7 19.2 15.7 24.4 

就労に向けた支援の充実と雇用

の促進 
20.3 16.6 30.8 33.0 24.4 

差別の解消や権利擁護の推進 20.2 16.0 34.2 36.5 22.2 

ホームヘルプサービスなどの在宅

サービスの充実 
20.0 22.0 20.0 18.3 15.6 

障がいの状況に応じた適切な保

育、教育の充実 
18.1 16.3 32.5 18.3 15.6 

グループホームなど地域で生活す

る住まいの場の充実 
16.6 13.4 31.7 22.6 15.6 

障がいの早期発見・早期療育体制

の充実 
15.6 13.2 24.2 24.3 6.7 

当事者や家族へのカウンセリング

の充実 
15.6 11.8 30.8 32.2 6.7 

市内企業、公共機関の障がい者

雇用の促進 
15.5 13.7 21.7 22.6 20.0 

生活訓練や一時預かりなど福祉

サービスの充実 
14.7 13.1 24.2 17.4 13.3 

入所施設や病院から地域生活へ

の移行の推進 
14.6 15.8 15.0 18.3 13.3 

スポーツやレクリエーション、文化

活動などの社会参加活動の推進 
11.8 11.6 15.8 13.9 4.4 

コミュニケーション支援の充実 8.9 7.1 13.3 14.8 2.2 

ピアカウンセリングの充実 6.8 5.5 10.0 16.5 2.2 

その他 2.6 2.4 2.5 5.2 0.0 

無回答 19.3 19.5 15.8 7.0 20.0   
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⑰家族や介助者が介助することについて感じていること 

家族や介助者が介助することについて感じていることは、「自分が介助できなくなっ

た場合のことが不安」、「自分自身の健康に不安がある」が上位に挙げられています。ま

た、知的障がい者では「精神的負担が大きい」、精神障がい者、難病患者では「経済的

負担が大きい」の割合が、他の障がい種別に比べて高くなっています。 

介助ができなることへの不安や、自分自身の健康への不安に加えて、精神的・身体的・

経済的負担感が大きいことがわかります。障がいの特性や介助者の年齢、家族構成等、

障がいのある人を取り巻く環境によっても不安感や負担感は異なると考えられること

から、障がいのある人の生活環境を把握した上で、障がいのある人への支援、介助者へ

の支援施策を検討する必要があると考えられます。 

 

 
全体 

n=838 

身体障がい者

n=619 

知的障がい者

n=120 

精神障がい者

n=115 

難病患者 

n=45 

自分が介助できなくなった場合の

ことが不安 
26.7 25.2 43.3 30.4 35.6 

自分自身の健康に不安がある 20.0 19.9 25.8 26.1 22.2 

精神的負担が大きい 17.2 15.5 30.8 26.1 17.8 

身体的負担が大きい 12.4 12.4 15.0 10.4 8.9 

経済的負担が大きい 12.4 12.6 10.8 19.1 17.8 

自分の時間が持てない 9.2 8.6 13.3 8.7 11.1 

仕事・家事が十分にできない 7.5 6.8 14.2 10.4 6.7 

休息や息抜きの時間がない 7.2 6.6 14.2 7.8 2.2 

生きがい・充実を感じている 5.3 4.2 14.2 7.0 2.2 

仲間・友人ができた 4.5 2.1 13.3 4.3 4.4 

特にない 8.5 8.7 5.0 7.0 20.0 

その他 1.4 1.1 0.8 0.0 0.0 

無回答 45.7 49.3 26.7 43.5 28.9 
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（３）市民アンケート調査結果（抜粋） 
①福祉に関する関心度 

福祉に関する関心度は、「非常に関心がある」、「まあ関心がある」の合計値は、62.6％

となっています。一方で、「関心はない」、「あまり関心はない」の合計値は、9.1％とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②障がいのある人に対する市民の理解を深めるために必要なこと 

障がいのある人に対する市民の理解を深めるために必要なことは、「障がいのある方

の自立を支援し積極的な社会参加を促進する」が 50.5％で最も高く、次いで「障がい

のある方と接する機会を日頃から多くもつ」が 47.5％、「学校のカリキュラムの中で、

福祉教育を行う」が 46.5％となっています。 

福祉のまちづくりを推進していくために、障がい者向けのアンケート調査でも、市民

の障がいに対する理解促進への要望がみられることから、障がいのある人の積極的な社

会参加を促進するとともに、イベント等を活用した交流の機会の創出や、福祉教育の充

実を図るなどを通じて、市民の理解を深めていく取組が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

14.1 48.5 25.3 7.1 2.0 3.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 n=99

非常に関心がある まあ関心がある どちらともいえない

あまり関心はない 関心はない 無回答

50.5 

47.5 

46.5 

42.4 

37.4 

21.2 

1.0 

5.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

障がいのある方の自立を支援し積極的な社会参加を

促進する

障がいのある方と接する機会を日頃から多くもつ

学校のカリキュラムの中で、福祉教育を行う

各種行事への参加を通じて障がいのある方への福祉

意識を高める

企業が積極的に福祉活動に携わる

県や市の広報紙等で、障がいのある方に対する理解

をよびかける

その他

無回答 全体 n=99
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③障がいのある人にとって、必要な福祉施策 

障がいのある人にとって、必要な福祉施策は、「障がいのある人の就労支援や雇用の

拡大」が 62.6％で最も高く、次いで「医療やリハビリテーションの充実」が 53.5％、

「道路や交通機関などのバリアフリーのまちづくりの推進」が 50.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

62.6 

53.5 

50.5 

46.5 

46.5 

38.4 

35.4 

34.3 

33.3 

33.3 

30.3 

29.3 

29.3 

25.3 

17.2 

14.1 

1.0 

3.0 

5.1 

0% 20% 40% 60% 80%

障がいのある人の就労支援や雇用の拡大

医療やリハビリテーションの充実

道路や交通機関などのバリアフリーのまちづくりの推進

障がい者の福祉サービスの充実

障がいのある子どもの可能性を伸ばす教育の推進

障がい者を支援するボランティア活動の推進

障がい児保育の充実

障がいの早期発見・早期治療の推進

障がいのある人のための防災対策の充実

障がいのある人とない人の交流・相互理解の促進

手当・年金などの経済的支援の充実

福祉に関する情報提供の充実

身近な相談場所の充実

福祉に関する情報提供の充実

スポーツ・レクリエーション・文化活動の推進

地域における権利擁護の推進

その他

わからない

無回答
全体 n=99
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第３章 計画の基本的な考え方  
１ 基本理念 

本計画の基本理念は、前回の考え方を継承するとともに、国の「障害者基本計画」、

茨城県の「新いばらき障害者プラン」を踏まえて、次のように定めます。 

障がいの有無によって分け隔てられることなく、障がい者が一般社会の中で普通の生

活を送ることができる「ノーマライゼーション」と自らの意思によりあらゆる分野に参

加する機会が確保される「完全参加」を基本理念とし、相互に人格と個性を尊重し合い

ながら共に生きる社会の実現を目指します。 

 

 

基本理念 

「ノーマライゼーション」と「完全参加」 
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２ 基本目標 
本市の「小美玉市第２次総合計画」での保健医療福祉部門の基本目標「誰もがいきいき

と暮らせる社会づくり」のもと、障がい者福祉の充実のため、６つの基本目標を掲げます。 

また、基本目標の実現には、計画の進捗状況や社会情勢等を踏まえ、実施事業の方向性

や必要性について適宜見直しを行い、市民サービス及び市民満足度の向上に努めます。 

  
基本目標１ 理解とふれあいをめざして 
障がいの有無にかかわらず、全ての市民が人格と個性を尊重し合う共生社会の実現を

図るため、市民が障がい者への理解を一層深めることはもちろん、障害者差別解消法の

趣旨に基づき障がい者への偏見や差別の解消、虐待防止、さらには障がい者の権利を守

るための取り組み等を総合的に推進することが求められます。 

障がいのある人もない人も共に暮らす共生社会の理念の普及を図るとともに、全ての

市民が障がい者を特別に意識することなく普通に接する態度や手助けできる力を身に

付けられるよう、障がいと障がい者に関する啓発や福祉教育を推進するとともに、市民

によるボランティア活動や合理的配慮等の実践を促進します。  
基本目標２ 個性と可能性を伸ばす教育をめざして 
障がい児が、将来、社会に出て自立していきいきと生活していくためには、その子が

持っている可能性を最大限に伸ばし、自分の力で生活するための基礎・基本を身につけ

ることが重要です。そのため、障がい児一人ひとりが、自らの個性や教育的ニーズに応

じて支援・指導を受けられる療育・教育環境の充実を図ります。  
基本目標３ 自立と社会参加の促進をめざして 
一人ひとりの適性と能力に応じて可能な限り仕事を持ち、継続して働けるように、雇

用・就労支援の充実を図ります。 

また、障がいのある人の多様な社会活動への参加を促進するため、文化芸術活動やス

ポーツ・レクリエーション活動の振興、交流機会の拡充、移動支援の充実等に取り組み

ます。 
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基本目標４ 地域における生活支援の充実をめざして 
障がい者施策の目指すところは障がい者の自立であり、地域生活への支援を充実する

ことにより、住み慣れた身近な地域社会での生活を保障するところにあります。 

障がい者の心身の状況やニーズに応じた多様な支援サービスを実施し、障がい者一人

ひとりの生活の質の向上を図るとともに、関係機関が相互に連携しながら相談支援、福

祉サービスの提供体制の充実に努めます。  
基本目標５ 保健・医療の充実をめざして 
障がいの原因には、先天性のものと後天性のものがあり、それぞれについて、早期発

見、早期治療、早期療育を図るとともに、障がいの発生予防に努めることが重要です。 

また、障がいのある人には、定期的な医療を必要とする人もおり、特に難病の人は精

神的・経済的な面にも配慮した保健・医療事業の展開が求められています。また、障が

いを軽減し自立を促進するためには、リハビリテーションが重要な役割を果たします。 

全ての市民の障がいの発生予防と早期発見・対応に努めるとともに、障がいの程度や

種類に応じて適切な保健・医療サービスの提供を図ります。  
基本目標６ 安心して暮らせる生活環境をめざして 
障がいのあるなしに関わらず、誰もが安心して暮らせるようにバリアフリーやユニバ

ーサルデザインの視点を踏まえたまちづくりや情報アクセシビリティの向上、居住支援

を推進します。また、地域住民や関係機関との連携を図りながら、防災対策や防犯対策

及び感染症対策の充実に取り組みます。    
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３ 施策の体系 
障がい者計画は、国の障害者基本計画に基づく障がい者福祉施策全般にわたる総合計

画です。 

また、障がい福祉計画・障がい児福祉計画は、障がい者計画の中の障がい福祉サービ

ス等に関する計画となっています。                                  
小美玉市障がい者計画（障害者基本法による） 

広報・啓発活動の推進 

福祉教育や交流機会の充実 

差別の解消と権利擁護の推進 

ＮＰＯ活動・ボランティア活動の

育成と支援 

障がい児支援の充実 

教育の充実 

相談支援体制の充実と強化 

障がい者の虐待防止対策 

障がい福祉サービス等の充実 

地域生活の支援の充実 

福祉人材の育成・確保 

早期発見・早期療育体制の整備 

医療・リハビリテーションの充実

及び医療費の助成 

難病患者及び在宅重度障がい者へ

の支援 

バリアフリー・ユニバーサルデザ

インの推進 

基本理念 基本目標 施策展開 
１ 理解とふれあいをめざして 

「
ノ
ー
マ
ラ
イ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
」
と
「
完
全
参
加
」 

２ 個性と可能性を 

伸ばす教育をめざして 

就労機会の拡大及び雇用の安定 
３ 自立と社会参加の 

促進をめざして スポーツ・レクリエーション・文化

活動の推進 

６ 安心して暮らせる 

生活環境をめざして 

精神障がい者への支援 

防災・防犯体制の整備及び感染症

に対する備え 

４ 地域における生活支援の 

充実をめざして 

５ 保健・医療の充実をめざして 
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小美玉市障がい福祉計画・障がい児福祉計画 
【障害者総合支援法・児童福祉法等によるサービス】 

障がい福祉サービス等の見込量 成果目標 
障がい福祉サービス等 

訪問系サービス 

日中活動系サービス 

居住系サービス 

計画相談支援・地域相談支援 

障がい児支援 

その他のサービス 

地域生活支援事業 

相談支援事業等 

意思疎通支援事業 

日常生活用具給付事業 

手話奉仕員養成研修事業 

移動支援事業 

地域活動支援センター 

理解促進研修・啓発事業 

自発的活動支援事業 

成年後見制度法人後見支援事業 

その他の事業 

成年後見制度利用支援事業 

８ 

障
が
い
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
の
質
を
向
上
さ
せ
る
た
め
の
取
組
に
係
る
体
制
の
構
築 

７ 

相
談
支
援
体
制
の
充
実
・
強
化
等 

６ 

発
達
障
が
い
者
等
に
対
す
る
支
援 

５ 

障
が
い
児
支
援
の
提
供
体
制
の
整
備
等 

４ 

福
祉
施
設
か
ら
一
般
就
労
へ
の
移
行 

３ 

地
域
生
活
支
援
拠
点
等
が
有
す
る
機
能
の
充
実 

２ 

精
神
障
が
い
に
も
対
応
し
た
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築 

１ 

福
祉
施
設
入
所
者
の
地
域
生
活
へ
の
移
行 
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第２部 

障がい者計画        
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基本目標１ 理解とふれあいをめざして  
１ 広報・啓発活動の推進 

障がいのある人もそうでない人も共に生活し活動できる共生社会の実現のためには、

障がいのある人のおかれた環境を十分に理解し、日常生活や社会生活を営む上で制約と

なっている障壁（バリア）を解消していくことが必要です。 

そのためには、施設整備等のバリアフリーだけではなく、差別や偏見といった「ここ

ろ」の中にある障壁（バリア）をなくし、お互いを思いやり支え合う「こころのバリア

フリー」を推進することが大切です。 

障がいや障がい者に対する理解を広める広報・啓発活動として、市広報紙等への記事

掲載や各種パンフレットの配布等をはじめ、障害者週間（12月３日～９日）には啓発

ポスターを庁舎や公共施設に掲示するなど障害者週間の周知にも努めてきました。 

さらに、市内の様々な行事やイベントに際し、障がい者が参画しやすい環境づくりや、

障がい者と住民が交流する機会の充実に取り組んできました。 

今後も、広報・啓発活動の充実を図り、「こころのバリアフリー」の一層の推進に努

めます。 

＜障がい者アンケート調査結果より＞ 

●今後重要だと思う福祉施策 

選択肢：「障がいや障がいがある人への理解を促進するための普及・啓発」 

・全体 ................................ 32.6％ 

・身体障がい者 ............. 33.1％ 

・知的障がい者 ............. 37.5％ 

・精神障がい者 ............. 42.6％ 

・難病患者 ...................... 40.0％ 

すべての障がい種別で３割を超えており、精神障がい

者では４割を超えています。 

障がいや障がいのある人への理解を促進するための

取組が求められています。 

＜具体的施策＞ 

施策名 施策の内容 

広報紙やお知らせ版、ホー

ムページ、パンフレット等

を活用した啓発活動の推進 

障がい者の理解を深め、ノーマライゼーションの社会実現の

ため、「広報おみたま」やホームページ、パンフレット等の多

様な広報媒体を活用して、広報・啓発活動を推進します。 

講演会・講座等による理解

の促進 

各種社会教育の講演会・講座等において、障がいの特性およ

び障がい者の理解につながるテーマをとり上げ、市民が障がい

に対する理解を深める機会を確保します。 

行政機関と各関係機関との

連携体制の強化 

小美玉市社会福祉協議会、障がい者団体、ボランティア団体

と地域課題を共有するなど連携を強化し、福祉に対する理解の

促進を図ります。 
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２ 福祉教育や交流機会の充実 
障がい者の人権が尊重され、その能力が発揮できる共生社会を実現するためには、障

がいや障がい者に対する理解を深め、「こころのバリアフリー」を育て広げていく必要

があります。 

そのためには、幼い頃からの福祉教育や障がい者との交流活動を推進することが、子

どもの豊かな人間性を育成する上で大きな意義があるものであり、同じ社会に生きる人

間として、お互いを正しく理解し、助け合い、支え合って生きていくことの大切さを学

ぶ重要な機会であると考えられています。 

これまで、学校教育の場において、児童・生徒が自らも社会の一員であることを自覚

し、よりよい社会づくりに参画する意欲を高めるための福祉教育を推進してきました。

また、思いやりや助け合いのこころを育成するために、ボランティア活動や社会貢献活

動の充実を図り、地域の関係機関との連携や特別支援学校との交流、共同学習を推進し

てきましたが、より一層の充実を図る必要があります。 

平成 28年４月には、障害者差別解消法が施行され、障がいのある児童・生徒とそう

でない児童・生徒が共に学ぶ仕組みである「インクルーシブ教育」の実現には、特別支

援教育への理解を深めることが求められています。 

今後、学校教育の場において、このような動きに対応した福祉教育を計画的に推進し

ていきます。また、障がいのある人との交流を通じてコミュニケーションを図ることに

より、互いに理解し合うことが大切であるため、障がいのある人もない人も地域で気軽

に交流できるような場づくりをしていきます。 

 

＜障がい者アンケート調査結果より＞ 

●障がいのある人への市民の理解を深めるために必要なこと 

上位３位の選択肢 

第１位 障がいや障がい者問題に関する広報・啓発活動の推進................................. 27.4％ 

第２位 福祉施設、教育機関等と地域住民との日常的な交流 ..................................... 19.2％ 

第３位 学校等における人権教育の充実 ................................................................................. 18.7％ 

第３位 障がいのある人の積極的な社会への進出 .............................................................. 18.7％ 

広報・啓発活動を推進することにより理解を深める必要があると考えている方が多く、

その他、日常的な交流や、学校等における教育を通じて理解を深めていく必要があると

考えられています。また、障がいのある人も積極的に社会へと進出することが理解を深

められると考えられています。 
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＜具体的施策＞ 

施策名 施策の内容 

福祉教育体制の整備と充実 

福祉教育を推進する上では、学校教育に携わる教職員の福祉

に対する理解が必要になってくるため、研修や情報交換等の機

会の場を設け、教職員の理解を深め、充実した福祉教育に努め

るとともに、福祉教育を積極的に推進します。 

福祉教育の推進 

学校教育の場において、児童・生徒の発達段階に応じ、福祉

についての理解を深める指導を行うとともに、障がいのある児

童・生徒とそうでない児童・生徒が互いに活動する場・学べる

場をつくり、互いに認め合い、助け合い、支え合う心を育むこ

とで、豊かな人間性を育成します。 

福祉に関する啓発や福祉活

動の推進 
福祉に対する理解を促進するため、福祉活動を推進します。 

特別支援教育理解啓発リー

フレットの配布 

特別支援教育理解啓発リーフレットを小学校１年生の保護

者に配布し、特別支援教育についての理解啓発を図る。 

交流・ふれあいの場の拡大

及び支援 

障がいのある人とそうでない人がふれあえる場を提供する

とともに、障がいのある人の負担を軽減し、気軽に参加ができ

るように支援します。 

イベント・教養講座等にお

ける交流支援 

イベント・教養講座等を開催する際に障がいのある人とそう

でない人の交流が図れるよう支援します。 
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３ 差別の解消と権利擁護の推進 
平成 28年４月には「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別

解消法）」が施行され、何が差別となるのかが定義され、障がいのある人そうでない人

が、お互いに尊重して、暮らし、勉強し、働いたりできるように差別を解消して、だれ

もが安心して暮らせる豊かな共生社会の実現が求められています。 

そのため、障がいのある人に対する差別や合理的配慮の提供を推進する取り組みを進

めます。 

また、判断能力やコミュケーション能力に障がいがある知的・精神障がい者は、財産

管理や生活上のさまざまな権利侵害を受けることが想定されるため、これらの障がい者

の権利や財産などを守る取り組みが必要です。このような障がい者等の財産や権利を守

るための制度として、「成年後見制度」や「日常生活自立支援事業」がありますが、障

がい者にはこれらの関連制度についての認知度はまだまだ低く、利用者も少ない状況に

あります。 

平成 29年３月には成年後見制度利用促進基本計画が閣議決定され、保健・医療・福

祉の連携だけでなく、新たに専門職等も含めた連携の仕組み（権利擁護支援の地域連携

ネットワーク）の構築が求められています。本市の福祉部門における計画である小美玉

市地域福祉計画や小美玉市高齢者福祉計画等、成年後見制度の利用促進に関連する他計

画との整合を図りながら、パンフレット等を活用した普及・啓発の推進、地域連携ネッ

トワークの構築、利用希望者に対して的確に対応できる相談窓口の設置等、成年後見制

度の利用促進に係る取り組みを強化します。なお、令和３年度には、本市の成年後見制

度利用促進基本計画の策定を予定しており、広域市町村圏域での中核機関の設置を進め

ていきます。 

親亡き後の地域生活において、権利擁護及び財産管理支援は必要不可欠であり、今後、

高齢化の進行とともに一人暮らしの障がい者等がさらに増加していくことや、障がい者

の地域生活への移行が進むことも見据えて、権利擁護にかかわる制度を広く周知すると

ともに、よりこれらの関連制度を利用しやすいネットワークづくりに取り組みます。 

 

＜障がい者アンケート調査結果より＞ 

●差別や嫌な思いの経験 

選択肢：「ある」 

・全体 ................................ 16.2％ 

・身体障がい者 ............. 12.0％ 

・知的障がい者 ............. 36.7％ 

・精神障がい者 ............. 31.3％ 

・難病患者 ...................... 15.6％ 

特に知的障がい者と精神障がい者の割合が高くなっ

ています。また、差別や嫌な思いをした場所では、外

出先や学校、仕事場が上位に挙げられています。依然

として、差別事象が起きていることから、地域社会へ

の差別解消の普及啓発を図る必要があります。 
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＜具体的施策＞ 

施策名 施策の内容 

障害者差別解消法の普及啓

発と取り組みの推進 

障害者差別解消法の適切な運用を図り、障がいを理由とする

差別解消に向けた普及啓発とその取り組みを推進します。 

日常生活自立支援事業の周

知と利用促進 

障がい者の権利を守るため、小美玉市社会福祉協議会と連携

し、日常生活自立支援事業の周知に努め、利用の促進を図ります。 

成年後見制度の周知と利用

支援 

成年後見制度の利用が必要な障がい者に対し、制度の周知及

び利用の促進に努めます。 

行政サービス等における配

慮 

行政職員等に対する障がい者に関する理解の促進に努める

とともに、障がい者が適切な配慮を受けることができるよう、

行政サービス等における合理的な配慮に努めます。    
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４ ＮＰＯ活動・ボランティア活動の育成と支援 
障がい者が身近な地域で安心して生活し、充実した社会生活を送るためには、公的な

サービスだけでは対応できないような個々のニーズに合った支援体制が必要となりま

す。そのためには、障がい者団体やボランティア団体等をはじめとする地域の人たちが、

多様な活動を実践していくことが求められています。 

ボランティアに関する情報の提供や、ボランティア養成講座の開催により人材育成に

努めていますが、ボランティアの高齢化が課題となっており、新たな人材の発掘やニー

ズに合った養成講座の開催を検討していく必要があります。 

 

＜市民アンケート調査結果より＞ 

●障がい者を支援するボランティア活動に参加したことがあるか 

・たびたびある ................. 2.0％ 

・過去に何回かある ... 10.1％ 

・ない ................................ 80.8％ 

・無回答 ............................... 7.1％ 

参加したことがある方は約１割程度で、多くの方は参

加したことがないと回答しています。さまざまな情報

発信や機会を通じて、ボランティア活動へ参加するき

っかけづくりも重要だと考えられます。 

 

■障がい者の生活支援を行っているボランティア団体 

団体名 活動内容 

話し方教室 
市の広報紙や図書を朗読録音し、目の不自由な方に送る「声

のテープ」の制作や朗読劇による施設慰問を実施している。 

手話サークル 

ストケシア 

手話による聴覚障がい者との交流会や学校への手話指導の

ボランティア活動を行っている。 

点訳サークル 

てんとうむし 

社会福祉協議会の講座の受講生が結成。月２回の勉強会を行

いながら小学校にも点字指導や点字本の制作を行っている。 

ハートフルハンド玉里 学校や社会福祉協議会での手話の指導等を行っている。 

手話サークル ポプリ 
学校や地域の行事（高齢者サロンや三世代交流）などで手話

の指導等を行っている。 

こころのサポーター 

社会福祉協議会の講座の受講生が結成。研修会への参加や勉

強会を行っていて、精神障がい者に対するボランティア活動を

行っている。 

資料：小美玉市社会福祉協議会調べ（令和２年 11月１日現在） 
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＜具体的施策＞ 

施策名 施策の内容 

ＮＰＯ・ボランティア活動

の支援 

ＮＰＯ・ボランティア活動は、障がい者が地域で生活をして

いく上で重要な役割を担っているとともに、市民が障がいに対

して理解を深める機会となっています。ボランティア活動の拠

点づくりとともに、ＮＰＯ・ボランティア活動を支援します。 

ＮＰＯ・ボランティアの人

材育成 

ＮＰＯ・ボランティア活動に対する学習機会の提供やボラン

ティア養成講座等の充実を図り、福祉活動の人材育成に努めま

す。 

ボランティア活動への参加

の促進 

市民にボランティア活動を身近に感じてもらえるよう、小美

玉市社会福祉協議会等の活動や地域住民が主体的に参加しやす

い環境を整え、ボランティア活動への参加の促進を図ります。    
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基本目標２ 個性と可能性を伸ばす教育をめざして  
１ 障がい児支援の充実 

障がい児が、その能力や可能性を最大限に伸ばし、社会的な自立を支援するためには、

一人ひとりの状況に応じた療育が大切です。小学校への就学も見据え、乳幼児期から保

育所や幼稚園及び医療機関等の関連機関と連携し、障がいのある子どもの支援をしてい

く必要があります。 

また、障がいのある乳幼児が保育所や幼稚園等を利用しやすいようにするための施設

整備の支援や保育施設の運営の助成を行っていくとともに、障がいのある乳幼児の保育

に関わる人材の育成が必要です。 

本市では、療育や就学等の相談、指導については関係機関が連携し、相談体制を充実

させ、障がいのある乳幼児やその家族のニーズにあった支援を行っていきます。 

 

＜障がい者アンケート調査結果より＞ 

●今後重要だと思う福祉施策 

選択肢：「障がいの状況に応じた適切な保育、教育の充実」 

・全体 ................................ 18.1％ 

・身体障がい者 ............. 16.3％ 

・知的障がい者 ............. 32.5％ 

・精神障がい者 ............. 18.3％ 

・難病患者 ...................... 15.6％ 

知的障がい者では３割を超える結果となっており、他

の障がい種別と比べて適切な保育、教育の充実を望む

方が多くなっています。 

 

＜具体的施策＞ 

施策名 施策の内容 

保育所・幼稚園・児童発達支

援等の障がい児療育の推進 

保育所・幼稚園・児童発達支援等における障がいのある児童

の受入や、そのための職員配置を行うとともに、設備等の充実

を図り障がい児療育の推進を図ります。 

障がい児保育等の充実 

障がい児を受け入れる保育所、幼稚園等の職員の資質の向上

を図り、障がい児保育、教育の研修活動を推進します。 

また、早期発見・早期対応や特別支援教育へのスムーズな移

行を図るために、保育所、幼稚園等と巡回支援専門員との連携

強化に努めます。 

相談体制の充実 
障がいのある児童が、家庭や学校等の場で適正な療育が受け

られる相談体制を充実します。    
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施策名 施策の内容 

一貫した早期療育体制の整

備 

障がいを早期に発見し、障がいの軽減と発達・成長を最大限

に導き出すため、障がいの疑いがある乳幼児に対し、適切な指

導を行える人材を確保し、保健・福祉・教育等の関係機関が連

携し、早期に療育指導を行う体制の整備に努めます。 

親の会との連携 
障がいのある児童をもつ家族同士のコミュニティ形成を支

援し、障がいのある児童の家族が孤立しないように努めます。 

放課後児童対策事業の充実 

児童クラブにおいて障がいのある児童にも対応ができるよ

う、放課後を安全に過ごせる環境の整備と支援員の資質向上に

取り組みます。 

特別支援学校放課後児童対

策事業の推進 

特別支援学校に通学する児童生徒の放課後における健全な

育成を推進する団体に対して支援を行います。 

医療的ケア児の支援の充実 
保健、医療、教育等の各関係機関が連携を図り、医療的ケア

児に対する支援の充実に努めます。 
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２ 教育の充実 
障がいのある子どもの教育は、自立や社会参加に向けて、地域でともに学ぶ環境を整

え、一人ひとりの教育的ニーズを把握し、障がいの特性に応じた適切な支援を行うこと

が大切です。 

特に、発達障がいのある子どもや、障がいの重度・重複化、多様化に対応した支援が

求められています。そのためには、教職員の障がいのある子ども及び特別支援教育に対

する理解を深め、支援体制の充実を図る必要があります。 

そのため、一人ひとりの教育的ニーズに応じた特別支援教育の充実を図るとともに、

障がいのある子とない子が可能な限りともに学ぶインクルーシブ教育の充実を図りま

す。 

また、個別の支援計画の作成と活用、合理的配慮の決定・提供により、特別な教育的

支援を必要とする幼児、児童生徒の理解と学習上又は生活上の困難に対する適切な指導

の工夫・改善を図ります。 

さらに、就学期を迎え、新たな進路を選択する時期にある障がいのある子どもとその

家族にとって、教育機会の選択は大きな岐路の一つとなります。就学前から就学中、卒

業後の一貫した相談体制を充実します。 

 

＜障がい者アンケート調査結果より＞ 

●園・学校などに望むこと 

上位３位の選択肢 

第１位 能力や障がいの状況にあった指導をしてほしい ............................................... 51.5％ 

第２位 就学相談や進路相談など、相談体制を充実してほしい................................. 48.5％ 

第３位 障がいに対する教師の理解を深めてほしい ......................................................... 42.4％ 

第３位 施設、設備、教材を充実してほしい ....................................................................... 42.4％ 

障がいの状況に応じた指導やライフステージに応じた相談体制の充実を望んでいる方

が多くなっています。また、教師の理解や教育環境の充実を望む方が多く、教師の理解

や教育環境の充実を図りながら、ライフステージに応じた指導や相談支援を行っていく

ことが重要であると考えられます。 
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■特別支援学級の設置状況 

○小学校 

学校名 
区分 

学校名 
区分 

知的 自・情 言語 知的 自・情 言語 

小川南小学校 ○ ○ ○ 堅倉小学校 ○ ○  

野田小学校 ○ ○  納場小学校 ○ ○ ○ 

上吉影小学校  ○  玉里小学校 ○ ○  

下吉影小学校 ○   玉里北小学校 ○ ○  

竹原小学校 ○ ○  玉里東小学校 ○ ○  

羽鳥小学校 ○ ○      

 

○中学校 

学校名 
区分 

学校名 
区分 

知的 自・情 言語 知的 自・情 言語 

小川南中学校 ○ ○  美野里中学校 ○ ○  

小川北中学校 ○ ○  玉里中学校 ○ ○  

 

＜具体的施策＞ 

施策名 施策の内容 

一貫した教育的支援 
個別の教育支援計画作成を推進し、保・幼・小・中における

個別の教育的支援の円滑な接続を推進します。 

生活介助員の配置 

一人ひとりの障がいの状態や教育的ニーズに応じ、市内公立

幼稚園・小中学校に生活介助員を配置し、学級生活の支援と教

育の充実に努めます。 

特別支援教育に関わる教職

員の研修等の実施 

生活介助員に向けた研修を積極的に行い、より充実した支

援・教育の向上に努めます。 

教育相談体制の充実 

障がいのある子ども一人ひとりのニーズに応じた一貫した

相談支援体制の充実を図ります。また、本人だけでなく保護者

も支援できる体制の整備に努め、社会的・経済的な自立も視野

に入れた指導を行っていきます。 

早期からの教育支援及び進

路指導体制の充実 

障がいのある児童・生徒それぞれのライフステージに合わせ

た教育支援を行います。また、進路選択を円滑にするため、障

がいのある児童・生徒の適正な把握に努め、学校選択の指導等

による適正な就学の推進を図ります。 
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基本目標３ 自立と社会参加の促進をめざして  
１ 就労機会の拡大及び雇用の安定 

障がい者が地域で暮らし、自立した生活をしていくためには、地域でさまざまな組織

が連携し、就労を支援していくことが重要です。一般企業への就労だけではなく、就労

意欲を持つ障がい者がその適性と能力に応じて就労できるように、多様な就労の場の確

保が課題となっています。 

平成 25年４月から、「障害者の雇用の促進等に関する法律（障害者雇用促進法）」に

より法定雇用率が引き上げとなり、障がいのある人の働く場が拡充されました。 

また同時に、「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法

律（障害者優先調達推進法）」が施行され、国や地方公共団体等の公共機関が、物品や

サービスを調達する際、障がい者就労施設等から優先的・積極的に購入することを推進

することになり、障がいのある人の経済面での自立を推進しています。 

平成 28年４月には、雇用分野における障がい者に対する差別の禁止及び障がい者が

職場で働くにあたっての支障を改善するための措置（合理的配慮の提供義務）が新たに

規定された「改正障害者雇用促進法」が施行され、障がいのある人とそうでない人の均

等な機会及び待遇の確保等が図られました。また、この法改正では、平成 30年４月か

ら新たに精神障がい者が法定雇用率の算定基礎の対象に追加され、精神障がい者の雇用

の義務化に伴う、法定雇用率の引き上げが行なわれるなど、障がいのある人への雇用環

境の整備が進められてきています。 

今後も障がいの状態や特性に応じた多様な就労の場の確保し、就職した障がい者が職

場に適応して継続的に働くことができる環境づくりが求められています。 

障がい者の雇用を促進するため、就労に関する情報の提供・相談支援、能力開発や訓

練の機会の拡充及び雇用の場の開拓によって、就労の場の確保を図るとともに、就職の

意向確認から就労後のフォローまで一貫した支援を実施します。また、就労継続支援事

業所等における福祉的就労についても、適切な工賃が確保できるよう支援します。 

＜障がい者アンケート調査結果より＞ 

●障がい者の就労支援として必要だと思うこと 

上位３位の選択肢 

第１位 職場の障がい者への理解 ................................................................................................ 35.8％ 

第２位 職場の上司や同僚に障がいの理解があること .................................................... 32.0％ 

第３位 短時間勤務や勤務日数等の配慮 ................................................................................. 28.4％ 

就労支援としては、職場や職場の人の理解が必要であると考えている方が多く、短時

間勤務等、障がいの状況に応じた柔軟な働き方ができる職場環境を望む方が多くなって

います。 



 
51 

■石岡管内（小美玉市と石岡市）の民間企業の雇用状況 

年度 雇用障がい者数 実雇用率 

平成 27年度 194 1.80 

平成 28年度 196 1.83 

平成 29年度 168 1.85 

平成 30年度 195 1.83 

令和元年度 202 1.89 

資料：ハローワーク石岡（各年６月１日現在） 

＜具体的施策＞ 

施策名 施策の内容 

就労の場の確保と拡大 

国、県、ハローワーク（公共職業安定所）、茨城障害者職業

センター、障害者就業・生活支援センターと連携して、障がい

者の雇用の場の確保と拡大を図ります。 

就労環境の整備 

「障害者の雇用の促進等に関する法律（障害者雇用促進法）」

に基づき、本市において障がい者雇用に努めるとともに、民間

企業に対し障がい者雇用の促進について理解・協力を求めてい

きます。 

また、就職が可能な職域、職種の開拓を進めるとともに、障

がい者ができるだけ安定した一般就労に就けるよう、障がいの

特性に応じた就労支援策を推進します。 

就労支援の推進 
就労に必要な知識や能力向上のため、必要な訓練を行う就労系

サービスの制度周知を図るともに、積極的な利用を推進します。 

障がい者優先調達の推進 

障がい者就労施設で就労する障がい者や在宅で就業する障

がい者等の経済面の自立を進めるため、優先調達推進方針を策

定し、障がい者就労施設等からの優先的、積極的な物品等の購

入に全庁的に取り組みます。 

職業紹介の充実 

障がいの種別や程度に応じたきめ細かい支援を行うため、ハ

ローワーク（公共職業安定所）、茨城障害者就労支援センター

等と連携し、相談や情報提供の充実を図ります。 

就労後の就労定着相談体制

の充実 

企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知

識及び能力の向上のための訓練を行う就労移行支援事業の積

極的な活用をはじめ、一般就労へ移行した障がい者に対して、

就労定着支援サービスを活用した相談体制を充実します。 

また、障がい者及び事業主に対して、雇用の前後を通じて障

がいの特性を踏まえた直接的・専門的な援助を行うジョブコー

チの活用について働きかけます。 
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２ スポーツ・レクリエーション・文化活動の推進 
スポーツやレクリエーション・文化活動は、人生をより豊かに、充実したものにしま

す。障がい者を対象としたスポーツや文化活動を提供し、地域の中で豊かな生活を送る

ことができるよう、関係機関と連携し、生きがいづくりを支援しています。 

本市では、障がい者スポーツの普及を図るとともに、体力増強・交流・余暇等の充実

を図り、社会参加を促進することを目的に、障がい者スポーツ・レクリエーション教室

を開催しています。 

また、茨城県ゆうあいスポーツ大会、茨城県身体障害者スポーツ大会やナイスハート

ふれあいフェスティバルなど障がい者を対象としたスポーツ・レクリエーション・文化

活動に多くの方が参加しています。 

障がい者の自己表現や社会参加の意欲が年々高まってきています。生涯学習やレクリ

エーション、文化活動は、生きがいの創造や社会参加への意欲を高めていく上で極めて

大事であることから、教育・文化活動など多様な活動の機会を創出していく必要があり

ます。 

また、2021年の東京パラリンピックを契機に、障がい者スポーツの振興について、

一層の気運醸成を図るとともに、障がいや障がい者に対する市民の理解を深めます。 

さらに、障がい者の社会参加を促進するために、外出する際の移動等の支援を実施し

ます。 

 

＜障がい者アンケート調査結果より＞ 

●地域や社会に積極的に参加できるようにするために大切なこと 

上位３位の選択肢 

第１位 参加しやすい機会、場所、仲間 ................................................................................. 41.3％ 

第２位 人々の障がい者に対する理解 ...................................................................................... 24.2％ 

第３位 外出を支援する移送サービス ...................................................................................... 22.6％ 

特に、参加しやすい機会、場所、仲間が大切であると考えられており、積極的な参加

を促進するためには、イベント等の機会の充実や仲間づくり等が大切であることがうか

がえます。また、社会参加においても障がいのある人への理解が大切であるとともに、

外出時の移送サービスに対する回答も多くなっています。 

   



 
53 

＜具体的施策＞ 

施策名 施策の内容 

障がい者スポーツ・レクリ

エーション教室の実施 

障がいがある人もない人も、誰もがスポーツに親しむ機会を

創出し、スポーツ・レクリエーション活動を通じた体力向上、

交流、余暇活動等、障がい者の社会参加を促進します。 

芸術文化活動の振興 

障がい者の文化活動への参加に配慮した文化振興施策の充

実を図ります。また、障がい者の特性に応じた活動が行えるよ

う、指導者の育成に努めます。 

障がい者に関する学習機会

の充実 

障がい者が生涯学習に触れる機会の充実を目指すとともに、

障がい者の学習をサポートする人員の育成を図ります。 

障がい者も楽しめるスポー

ツ活動及び各種教室等の支

援 

体力や年齢、あるいは興味や活動意欲等に応じ、日常的にス

ポーツ・文化活動に親しめるよう、関係機関と連携して各種ス

ポーツ大会や教養講座等の教室開催の支援に努めます。 

移動支援の充実 

屋外において単独での移動が困難な障がい者へ、外出時の移

動を支援する福祉サービスを提供し、スポーツや文化活動等へ

参加する機会の充実を図ります。 
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基本目標４ 地域における生活支援の充実をめざして  
１ 相談支援体制の充実と強化 

不便や不安を感じることは、障がいの有無に関わらず、日常生活において少なくあり

ません。手帳の交付や更新等に関わる各種手続きや利用するサービスに関すること等、

障がい者またはその家族特有の問題を解決するためには、専門的な知識が必要となりま

す。 

また、障がい者やその家族が相談できる場所として、相談支援事業所等の機関はもち

ろん、民生委員・児童委員、各種相談員、他の障がい者やその家族等も活用できる体制

を作り、相談を受ける側の連携も強化していきます。また、相談を受ける側の専門的な

知識向上を目的とした研修会等を実施し、専門的な知識を持った相談員の設置を行って

いきます。 

さらに、障害者総合支援法第 89条の３第１項の規定に基づく「小美玉市障がいと暮

らしの地域支援協議会」（以下「地域自立支援協議会」という。）を中心として、障がい

福祉に関する関係機関相互の連携体制を強化し、地域における相談支援の課題解決に取

り組むとともに、相談支援事業者間の情報交換や地域ネットワークの形成を目指します。 

 

＜障がい者アンケート調査結果より＞ 

●相談することができるところの有無 

選択肢：「ない」 

・全体 ................................ 14.1％ 

・身体障がい者 ............. 14.9％ 

・知的障がい者 ............. 14.2％ 

・精神障がい者 ............. 13.9％ 

・難病患者 ...................... 11.1％ 

相談先がない割合は、約１割となっています。相談先

がないことにより、悩みを抱え込んでいる方も一定数

いることも想定されることから、相談に関する情報提

供の充実を図るとともに、相談しやすい環境づくりが

重要であると考えられます。 

 

■身体・知的障がい者相談員数及び委託相談支援事業所数 

相談窓口 平成 28年 平成 29年 平成 30年 令和元年 令和２年 

身体・知的障がい者相談員 4 4 4 4 4 

委託相談支援事業所 4 4 4 4 4 
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＜具体的施策＞ 

施策名 施策の内容 

障がい福祉サービスの広報 
障がい者が障がい種別ごとに受けられる福祉サービスをわ

かりやすく広報するよう努めます。 

障がい者相談支援事業の充

実及び周知 

障がい者やその家族からの相談に応じ、利用者のニーズにあ

った保健・医療・福祉サービスの情報提供の充実を図ります。 

障がい者相談支援事業者の

勉強会の実施 

定期的に勉強会を実施し、連携体制の構築と質の向上を図り

ます。 

基幹相談支援センターの設

置 

地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援

センターの設置等、総合的な相談支援体制の整備を図ります。 

障がい者ケアマネジメント

体制の整備 

障がい者一人ひとりのライフステージの課題を踏まえた、ケ

アマネジメント体制の強化を図ります。また、施設や病院に長

期入院していた人が、地域生活へ移行するための支援や、地域

移行した人の地域定着のための支援の充実を図ります。 

ピアカウンセリング等の実

施 

障がい者自身もしくはその家族が仲間を通して障がい者や

その家族からの相談を受け、問題解決につながる助言を行う、

ピアカウンセリング（当事者相談員制度）等を検討します。 
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２ 障がい者の虐待防止対策 
障がい者に対する虐待の防止が課題となっています。虐待を防ぎ、障がい者の尊厳を

守ることを目的として、平成 24年 10月１日に「障害者虐待の防止、障害者の養護者

に対する支援等に関する法律（障害者虐待防止法）」が施行されました。このような社

会的な動きにも表れているように障がい者虐待の防止策の検討、支援体制の整備に取り

組んでいく必要があります。 

本市において、平成 24年 10月に障がい者虐待防止センターを設置し、関係機関と

連携を図っています。 

今後も、虐待防止策の検討や早期発見の体制強化、障がい者の保護とサポート体制の

強化に積極的に取り組んでいきます。 

また、その後のサポート及び障がいのある人の養護者へのサポートを行います。 

 

＜市民アンケート調査結果より＞ 

●障害者虐待防止法の認知状況 

・聞いたことがあり、意味も知っている ................................................................................. 38.4％ 

・聞いたことはあるが、意味はわからない ............................................................................ 31.3％ 

・聞いたことがない ............................................................................................................................. 18.2％ 

・無回答 ..................................................................................................................................................... 12.1％ 

聞いたことがある方は約７割と、障害者虐待防止法の認知度は進んでいる状況がみら

れるものの、意味を知らない方と聞いたことがない方で約５割となることから、引き続

き障がい者の虐待防止に関する普及啓発活動が必要であると考えられます。 

 

＜具体的施策＞ 

施策名 施策の内容 

障がい者虐待防止のための

ネットワーク強化の推進 

障がい者の虐待に対して、関係機関にて日頃からネットワー

ク体制や緊急時の連絡体制を整備し、具体的方策について協議

し、地域における障がい者虐待防止ネットワークの強化を推進

します。 

障がい者虐待の未然防止や

早期発見、迅速な対応、その

後の適切な支援 

「障がい者虐待防止センター」が基盤となり、地域自立支援

協議会や関係機関と連携し、障がい者に対する虐待の未然防止

や早期発見、迅速な対応、その後の支援を行います。 
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３ 障がい福祉サービス等の充実 
障がい者が住み慣れた地域で生活し続けるためには、一人ひとりのニーズにあったサ

ービスを利用しながら、自立した生活ができる環境整備が求められています。 

これまで、障がい福祉サービスの提供体制の充実や地域生活支援事業の充実に努めて

きました。 

平成 30年４月には、一部改正された「障害者総合支援法」と「児童福祉法」が施行

され、障がいのある人の多様化するニーズにきめ細かく対応するために支援が拡充され

ていますが、サービスの質の確保・向上を図り、障がいのある人が真に必要とする障が

い福祉サービス等を提供していくことが必要です。 

今後も、障がい者一人ひとりのニーズに合った介護給付・訓練等給付等のサービスを

提供し、障がいのある人が地域で自立した日常生活や社会生活を送れるよう支援します。 

さらに、障がい児通所支援サービスを利用する児童についても、障がい児支援利用計

画によるケアマネジメントの充実を図り、一人ひとりの療育支援を行います。 

 

＜市民アンケート調査結果より＞ 

●今後重要だと思う福祉施策（全体結果） 

・ホームヘルプサービスなどの在宅サービスの充実 ......................................................... 20.0％ 

・グループホームなど地域で生活する住まいの場の充実 ............................................... 16.6％ 

・生活訓練や一時預かりなど福祉サービスの充実 .............................................................. 14.7％ 

障がい種別や年齢、家族構成等により、必要とするサービスも異なることから、一人

ひとりのニーズに応じて、適切な支援が行えるよう障がい福祉サービス等の充実を図る

必要があります。 

 

＜具体的施策＞ 

施策名 施策の内容 

障がい福祉サービス等の充

実 

障害者総合支援法に基づいて実施される障がい福祉サービ

ス等を、適切かつ効率的に提供できるよう、各サービスの充実

を図ります。 

地域生活支援事業の充実 

地域で生活する障がい者のニーズを踏まえ、地域の実情に応

じて柔軟に実施する地域生活支援事業の充実を図り、障がい者

の自立した日常生活及び社会生活を支援します。 

障がい児の相談支援体制の

充実・通所サービスの利用

促進 

障がい児相談支援事業所との連携強化による障がい児通所

支援の利用促進を図り、障がい児に配慮した支援を進めます。    
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４ 地域生活の支援の充実 
障がいのある人が生活の安定を図るためには、障がいのある人のライフステージに合

わせた支援が求められています。そのためには、福祉サービスや障がい年金、障がいを

支給事由とする各種手当、税の減免制度等を利用しやすく、わかりやすくすることも求

められており、生活の基本となる医療体制等の充実、就労の場、住まいの場の確保に関

しての支援も、地域で自立した生活を送るためには必要です。 

また、障がい者の高齢化・重度化や「親亡き後」を見据え、相談・体験の機会・緊急

時の対応等の機能を備えた地域生活支援拠点の整備が必要です。 

本市においては、障がいのある人が安心して生活するために、年金や各種手当制度等

の周知及び住まい・居場所の情報提供を行っています。 

今後、施設や病院から地域生活への移行や親元からの自立等、障がい者が生活の場を

確保し安定した生活を継続するため、グループホーム等の居住系サービスの充実を図り、

地域生活を支援します。 

また、精神障がいの有無や程度にかかわらず、誰もが安心して自分らしく暮らすこと

ができるよう、地域自立支援協議会と連携し、障がい福祉、医療、介護、住まい等が包

括的に確保された地域包括ケアシステムの構築を図ります。 

システムの構築に当たっては、精神科医療機関、その他の医療機関、障がい福祉サー

ビスや介護保険の地域援助事業者等との重層的な連携による支援体制の構築を図りま

す。 

 

＜障がい者アンケート調査結果より＞ 

●将来、どのように暮らしたいか 

選択肢：「福祉施設（障がい者支援施設、高齢者施設）で暮らしたい」 

・全体 ................................ 14.3％ 

・身体障がい者 ............. 14.5％ 

・知的障がい者 ............. 21.7％ 

・精神障がい者 ............. 11.3％ 

・難病患者 .......................... 6.7％ 

将来、福祉施設で暮らしたいと考えている割合は、知

的障がい者が 21.7％で最も高くなっています。親亡

き後を見据えて、将来的には福祉施設での暮らしが安

心であるという家族の考えが反映されている結果と

考えられます。 

 

＜具体的施策＞ 

施策名 施策の内容 

年金・手当等の制度の周知 
年金・各種手当や助成、軽減措置等、様々な制度について、

わかりやすい情報の提供に努めます。 

住まい・居場所の充実 
施設から地域生活に移行した障がい者が住まいに困らない

よう、適切な支援に努めます。   
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５ 福祉人材の育成・確保 
障がいのある人の多様なニーズと実態の把握に努め、より質の高いサービスを提供す

るために、保健・医療・福祉等の関係機関や、地域の障がい福祉サービス事業所等との

連携を密にし、必要な人材の育成を図ります。 

また、聴覚障がい者等のコミュニケーションを支援するため手話通訳者の養成・確保

を図るとともに、様々な困難を抱えた方の相談に対応できるよう職員等の研修を実施し

ます。 

 

＜障がい者アンケート調査結果より＞ 

●今後重要だと思う福祉施策 

選択肢：「コミュニケーション支援の充実」 

・全体 .................................... 8.9％ 

・身体障がい者 ................. 7.1％ 

・知的障がい者 ............. 13.3％ 

・精神障がい者 ............. 14.8％ 

・難病患者 .......................... 2.2％ 

コミュニケーション支援の充実は、知的障がい者と精

神障がい者で重要だと思う福祉施策として回答して

いる方が多くなっています。 

 

＜具体的施策＞ 

施策名 施策の内容 

手話通訳者、要約筆記者の

養成及び確保 

手話通訳者講習会等への参加を呼びかけるとともに、意思疎

通支援を行うことのできる人材の確保や、専門知識の習得や技

術の向上に努めます。 

手話奉仕員の養成及び確保 
地域社会の中に、障がい者のコミュニケーションを支援でき

る人材を増やすため、手話奉仕員の養成に努めます。 

障がい者福祉関係者の資質

の向上 

障がい者福祉関係者に対し、勉強会等を開催し、資質の向上

に努めます。 

福祉の担い手と支援団体の

育成 

社会復帰を促し、地域での生活を支えるため、専門性の高い

人材の確保に努めます。また、地域でのサポート体制を築くた

めに、支援団体の育成に努めます。 
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基本目標５ 保健・医療の充実をめざして  
１ 早期発見・早期療育体制の整備 

幼少期における言葉の遅れ等の発達の遅れは、発見が早期であればあるほど、より適

切な対応や療育に取り組むことができます。 

妊婦や乳幼児に対しては、各健康診査により疾病の早期発見につなげ、保護者が安心

して育児に取り組めるよう支援していく必要があります。 

本市では、３か所の保健センター等で健康診査や健康相談・健康教育等の各種施策を

推進してきました。母子保健事業では、妊婦及び乳幼児期の健康管理及び疾病、障がい

等の早期発見、早期対応につなげることを目的に両親学級や妊婦健康診査・新生児訪問

指導事業・乳幼児健康診査・育児相談等を実施しています。 

今後も継続して、疾病予防の一歩である健康づくり対策を充実させ、早期発見・早期

療育体制の推進に努めるとともに、学習障がい（ＬＤ）、注意欠如・多動性障がい（Ａ

ＤＨＤ）、自閉症などの発達障がい等についても関係機関との連携を一層強め、地域に

おけるネットワークの構築や一貫したサービスが受けられる体制を整えます。 

 

＜障がい者アンケート調査結果より＞ 

●今後重要だと思う福祉施策 

選択肢：「障がいの早期発見・早期療育体制の充実」 

・全体 ................................ 15.6％ 

・身体障がい者 ............. 13.2％ 

・知的障がい者 ............. 24.2％ 

・精神障がい者 ............. 24.3％ 

・難病患者 ...................... 15.6％ 

障がいの早期発見・早期療育体制の充実は、知的障が

い者と精神障がい者で重要だと思う福祉施策として

回答している方が多くなっています。 

 

■乳幼児健診受診率の推移 

相談窓口 平成 28年 平成 29年 平成 30年 令和元年 令和２年 

４～５か月児健診 97.9％ 99.0％ 97.6％ 98.6％ 90.5％ 

１歳６か月児健診 96.0％ 99.2％ 98.5％ 99.0％ 85.2％ 

２歳児歯科健診 94.5％ 93.9％ 96.0％ 94.2％ 83.9％ 

３歳児健診 100％ 94.2％ 98.9％ 97.8％ 96.6％ 
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＜具体的施策＞ 

施策名 施策の内容 

早期発見・早期対応 
健康診査等の各種施策を推進し、早期発見・早期対応に努め

ます。 

早期療育体制の整備 関係機関と連携し、早期療育体制の整備に努めます。 

相談・教室等の保健指導の

充実 

専門医療機関、保健・福祉関係機関との連携を図り、相談・

指導等の充実に努めます。 

発達障がい等の正しい知識

の普及啓発 
啓発活動の充実や各種健康教室等を推進します。 

妊婦健康診査・乳幼児健康

診査の促進 

妊婦健康診査の充実を図るとともに、妊婦に対し、健康診査

の受診を促し、健康管理を図ります。 

また、乳幼児の発達段階に応じた健康診査を実施するととも

に、適切な指導の実施に努めます。 
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２ 医療・リハビリテーションの充実及び医療費の助成 
健康を維持・増進し、地域で安心して生活するためには、生涯にわたる健康づくり施策

が重要であり、疾病や二次障がいの予防への対応等、乳幼児期から高齢期までの各ライフ

ステージに応じた、きめ細かな保健・医療サービスの充実に努める必要があります。 

市では生活習慣病予防や健康管理を目的として、保健センターにおいて各種健診事業

を実施するとともに、身近な地域で生活習慣病等について、気軽に相談し栄養指導や運

動指導が受けられるよう、健康教育や健康相談を実施しています。 

また、障がいのある人の多様な医療ニーズに応えられるよう、行政機関と医療機関・

福祉施設が連携を図り、保健・医療・福祉・リハビリテーション等の相談体制、医療費

の負担軽減に努めてきました。 

今後も継続して、医師・保健師・社会福祉士等による相談体制を障がいの特性等に配

慮し充実させるとともに、医療費助成を行い障がいのある人及び障がい者世帯の経済的

負担軽減に努めます。 

また、関係機関との連携のもとに、より体系的な保健医療体制を整備するとともに、

運動や食事の指導、精神保健に対する啓発等により、より多くの人が自らの健康を維持・

増進できるよう努めます。 

 

＜障がい者アンケート調査結果より＞ 

●健康管理や医療について困ったこと 

上位３位の選択肢 

第１位 専門的な医療機関が少ない ........................................................................................... 24.3％ 

第２位 近所に医師が少ない ......................................................................................................... 17.1％ 

第３位 医療費の負担が大きい ..................................................................................................... 14.2％ 

（特に困っていることはない：45.3％） 

専門的な医療機関で診てもらいたいというニーズがあるとともに、地域における医師

の不足や医療費負担に対する回答が多くなっています。特に困っていることはないが全

体の約５割であることから、約５割の方は健康管理や医療に対して困りごとを抱えてい

る状況であります。 

 

＜具体的施策＞ 

施策名 施策の内容 

障がい者に対する医療体制

の充実 

障がいの特性にあった医療機関と連携し、医療体制の充実に

努めます。 

保健・医療・福祉・リハビリ

テーション等の相談体制の

充実 

保健・医療・福祉・リハビリテーション等に関する情報提供

や、障がいの特性等に配慮した相談体制の充実に努めます。   
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３ 精神障がい者への支援 
これまで、精神障がい者が退院後に安心して生活が送れるよう、精神保健・福祉サー

ビスを主体的に選択・利用できる体制整備に努めてきました。また、市民に対して精神

疾患に対する正しい知識の普及・啓発に努めるとともに、心に悩みを持つ人が気軽に相

談できるよう、「こころの健康相談」の充実を図ってきました。 

今後も継続して、精神障がい者が安心して社会生活を送れるよう、環境整備するとと

もに、精神疾患に対する市民への理解促進に努めます。 

また、精神科医療機関に通院している人が、早期に社会参加・社会復帰できるよう医

療機関等と連携をとり、個々の状態に応じたきめ細やかな支援ができるよう努めます。 

精神障がい者への就労支援に関しては、ハローワーク（公共職業安定所）、茨城障害

者職業センター、障害者就業・生活支援センターと連携して行っており、精神障がい者

の就労は増加傾向となっていますが、職場への定着化が課題となっています。 

今後も継続して、精神障がい者への就労支援を行うとともに、関係機関と連携して就

労後の定着化に向けた相談支援体制の強化を図ります。 

また、ストレス社会の現代において、年代にかかわらず、自らの心を健やかに保つこ

とは重要な課題です。心の健康づくりと精神疾患の予防について、心の問題に関する相

談対応のほか、健康教育の充実を図ります。 

 

＜障がい者アンケート調査結果より＞ 

●地域で生活するために必要な支援 

上位３位の選択肢（精神障がい者） 

第１位 経済的な負担の軽減.......................................................................................................... 58.3％ 

第２位 相談対応等の充実 .............................................................................................................. 46.1％ 

第３位 地域住民等の理解 .............................................................................................................. 45.2％ 

経済的な負担の軽減と回答している方が最も多く約６割となっています。また、相談

対応等の充実や地域住民等の理解が約５割と、相談支援体制の充実や精神障がいに対す

る地域住民の理解を深める取組が必要であると考えている方が多くなっています。 
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＜具体的施策＞ 

施策名 施策の内容 

精神保健福祉施策の充実 
安心して生活が行えるよう精神保健・福祉サービスを主体的

に選択・利用できる体制の整備を図ります。 

精神疾患・精神障がいに対

する理解促進 

市民に対して精神疾患・精神障がい者に対する正しい知識の

普及・啓発に努めます。 

就労後の相談支援体制の強

化 

精神障がい者の就労後の定着化に向け、相談支援体制の強化

を図ります。 

心の健康づくりの支援 

関係機関と連携を図りながら、心の健康づくり及び心の相談

体制の強化に努め、精神疾患予防と早期対応を推進します。 

また、精神障がい者の円滑な地域での社会生活のため、市民

の精神障がい者に対する正しい理解を促進し、精神障がい者が

安心して過ごせる地域社会の環境整備を目指します。 
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４ 難病患者及び在宅重度障がい者への支援 
難病患者や在宅重度障がい者が住み慣れた家で安心して生活していくためには、生活

支援を充実させることが求められています。 

平成 25年４月に施行された「障害者総合支援法」では難病が追加対象となり、難病

患者も障がい福祉サービスが利用できるようになりました。 

障がい者の保健・医療の充実は、健やかな暮らしを送る上で不可欠です。難病患者を

はじめ、定期的な通院を必要とする人も多く、障がいを軽減するリハビリテーションも

重要です。 

本市では、指定難病患者を対象に特定疾病療養者見舞金の支給や、在宅重度障がい者

を対象に在宅福祉サービスの拡大を行い生活の質の向上を図ってきました。また、重度

障がい者を対象に住宅設備の改修にかかる費用の助成を行っています。 

今後も継続して、在宅福祉サービス等の周知を図り、難病患者や在宅重度障がい者へ

支援を行います。 

 

＜障がい者アンケート調査結果より＞ 

●地域で生活するために必要な支援 

上位３位の選択肢（難病患者） 

第１位 経済的な負担の軽減.......................................................................................................... 51.1％ 

第１位 在宅で医療ケアなどが適切に得られること ......................................................... 51.1％ 

第２位 必要な在宅サービスが適切に利用できること .................................................... 33.3％ 

第３位 障がい者に適した住居の確保 ...................................................................................... 31.1％ 

経済的な負担の軽減、在宅で医療ケアなどが適切に得られることと回答している方が

最も多く約５割となっています。また、必要な在宅サービスが適切に利用できることや

障がい者に適した住居の確保が約３割と、適切な医療ケアや在宅サービスの利用、住居

の確保が、生活を送るために重要であることがうかがえます。 

 

＜具体的施策＞ 

施策名 施策の内容 

難病患者への負担軽減 
これまでに実施してきた「特定疾病療養者見舞金制度」の周

知を徹底し、対象者に確実に支給が行われるよう努めます。 

住宅改修に対する支援 
住宅改修の助成制度の情報提供や、必要な改修を提案するこ

とにより在宅での生活を支援します。 

生活支援事業の周知及び 

利用促進 

生活支援事業の利用による、質の高い療養生活の支援に努め

ます。 
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基本目標６ 安心して暮らせる生活環境をめざして  
１ バリアフリー・ユニバーサルデザインの推進 

障がい者が地域で生活するには、居住環境の改善や外出しやすい生活環境の整備が必

要です。住宅をはじめ、道路や商業施設、病院、及び地域の各種施設等が障がい者にと

って利用しやすく、安心して暮らせるまちづくりが求められています。 

これまで、茨城県において制定された「茨城県ひとにやさしいまちづくり条例」の整

備基準の下、市内を自由に移動し、活動できるように、本市の公共・公益施設をユニバ

ーサルデザインの視点に立ち、まちのバリアフリー化を進めてきました。 

今後も継続して、公共・公益施設のバリアフリー化を積極的に推進するとともに、店

舗等の民間施設のバリアフリー化の整備を促進していきます。 

また、障がいが原因で通信及び情報の活用が十分にできないことのないよう、全ての

障がい者に必要な情報がより的確に伝わるよう、情報媒体や提供方法、体制等の充実を

図ります。 

障がいが原因となって、通信機器などの利用機会の格差や意思疎通の不都合をできる

限り低減できるよう、情報バリアフリー化の推進や意思疎通のための支援に努めます。 

 

＜障がい者アンケート調査結果より＞ 

●外出時に困ること不便に思うこと 

上位５位の選択肢 

第１位 公共交通機関が少ない（ない） ................................................................................. 23.1％ 

第２位 トイレ ....................................................................................................................................... 19.7％ 

第３位 建物・駅などの階段 ......................................................................................................... 18.7％ 

第４位 道路の段差 ............................................................................................................................. 16.7％ 

第５位 障がい者用の駐車場が少ない（ない） ................................................................... 16.5％ 

公共交通機関が少ないや障がい者用の駐車場が少ない等、外出時の移動手段や外出先

の駐車場に対して不便を感じている状況がみられます。また、設備面としてはトイレ、

ハード面としては建物・駅などの階段、道路の段差が上位に挙げられています。 
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＜具体的施策＞ 

施策名 施策の内容 

ユニバーサルデザインに基

づく、バリアフリー化の推

進 

誰もが快適で生活しやすいユニバーサルデザインの考え方

に基づくバリアフリー化を推進します。 

障がい者等に配慮した住宅

の整備 
障がいの特性等に応じた、適切な住宅の整備を図ります。 

相談・教室等の保健指導の

充実 

専門医療機関、保健・福祉関係機関との連携を図り、相談・

指導等の充実に努めます。 

公共施設等の改善整備 
障がい者や高齢者等が利用しやすい公共施設の改善・整備に

努めます。 

情報のバリアフリー 

障がい者がさまざまな機会や場を通じて、各種制度や障がい

福祉サービス等の情報を入手できるよう、相談支援事業者や各

関係機関との情報の共有化を図ります。 

また、市及び関係機関のホームページのウェブアクセシビリ

ティを確保するとともに、障がい者やその家族がいつでも簡単

に情報を得ることができるようホームページからの情報発信

に努めます。 

意思疎通支援の確保及び充

実 

視覚障がい・聴覚障がい等の意思決定が困難な障がい者等

が、情報の入手が難しいという課題に対応するため、点字、音

声、手話、インターネット等による情報提供の充実を図ります。

併せて手話通訳者や声のボランティアを活用し、福祉情報の提

供のための環境整備に取り組みます。 
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２ 防災・防犯体制の整備及び感染症に対する備え 
近年、全国各地で発生している豪雨や台風による惨状を目の当たりにし、多くの人が

自然災害に対する不安を募らせています。 

特に、要配慮者と言われる高齢者や障がい者等は、災害時には特別な支援が必要となり

ます。地域の基本的な防災対策はもちろん、要配慮者の視点での対策も緊急の課題です。 

本市では、災害時に支援を要する要配慮者を避難行動要支援者として、本人の申請に

基づき、避難行動要支援者名簿に登録し、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、自主

防災組織、消防署等の関係機関へ名簿提供することで、災害時に安否確認や避難支援を

行っています。 

今後も、災害時の対策として、緊急連絡システムの整備及び住民協力のもと、避難・

救出・救護体制の整備の充実を図ります。 

さらに、防犯対策や消費者被害の防止・救済も含め、障がい者が地域社会において、

安全に安心して生活することができるよう、防災・防犯対策を推進する必要があります。 

新型コロナウイルス等の感染症に対する備えとしては、日頃からサービス提供事業所

等と連携し、感染拡大防止策の周知啓発、感染症発生時に備えた平常時からの事前準備、

感染症発生時の代替サービスの確保に向けた連携体制の構築等を行うことが重要であ

ることから、サービス提供事業所等が感染症発生時においてもサービスを継続するため

の備えが講じられているかを定期的に確認するとともに、サービス提供事業所等の職員

が感染症に対する理解や知見を有した上で業務に当たることができるよう、感染症に対

する研修の充実を図ります。 

また、感染症発生時も含めた都道府県や保健所、協力医療機関等と連携した支援体制

を整備するとともに、サービス提供事業所等における適切な防護服、消毒液その他の感

染症対策に必要な物資の備蓄・調達・輸送体制の整備を進めていきます。 

 

＜障がい者アンケート調査結果より＞ 

●災害時に一人で避難所に避難できるか 

選択肢：「できない」 

・全体 ................................ 37.5％ 

・身体障がい者 ............. 35.4％ 

・知的障がい者 ............. 56.7％ 

・精神障がい者 ............. 31.3％ 

・難病患者 ...................... 44.4％ 

一人で避難所に避難できない割合は、障がい種別によ

り異なる傾向がみられ、知的障がい者では約６割とな

っています。災害時発生時に安心して避難ができる支

援体制の構築が重要となります。 
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＜具体的施策＞ 

施策名 施策の内容 

防犯・防災等の安全確保対

策の推進 

災害発生時に障がい者の安全を確保するため、近隣住民を含

めた支援体制の確保に努めます。 

災害時の避難支援の体制整

備 
障がい者に配慮した避難所、避難路の整備を推進します。 

消費者被害対策の啓発・推

進 

悪質な訪問販売等の被害に遭わないよう、消費生活に関する

情報を提供し、消費生活相談等の体制の充実を図ります。 

感染症対策の体制整備 

平常時より感染拡大防止策の周知啓発や物資の備蓄等を行

い、感染症発生時における関係機関等との連携した体制整備を

図ります。   
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第３部 

障がい福祉計画・障がい児福祉計画        
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第１章 障がい福祉計画・障がい児福祉計画の成果目標 

国の基本指針に基づき、以下の１から８の項目について数値目標を定めます。  
１ 福祉施設入所者の地域生活への移行 

国の基本指針によれば、地域生活への移行を進める観点から、福祉施設に入所してい

る障がい者（以下「施設入所者」という）のうち、今後、自立訓練事業等を利用し、令

和５年度末までに地域生活（グループホーム、一般住宅等）に移行する者の数値目標を

設定することとされています。 

 

（１）施設入所者の地域生活への移行 
＜国の成果目標＞ 

・令和元年度末時点の施設入所者の６％以上が令和５年度末までに地域生活へ移行す

ること。 

＜本市の考え方＞ 

本市では、令和元年度末時点の施設入所者 61 人のうち４人が、令和５年度末までに

地域生活へ移行することを目標とします。 

 

区 分 数 値 

【実績値】令和元年度末時点の施設入所者数（Ａ） 61人 

【目標値】地域生活移行者数（Ｂ） 4人 

移行率 （Ｂ／Ａ）×100 6.5％ 

 

（２）施設入所者数 
＜国の成果目標＞ 

・令和５年度末時点での施設入所者数を令和元年度末時点の施設入所者数から 1.6％

以上削減すること。 

＜本市の考え方＞ 

本市では、令和５年度末時点での施設入所者数を、令和元年度末時点の施設入所者数

から１人削減することを目標とします。 

 

区 分 数 値 

【実績値】令和元年度末時点の施設入所者数（Ａ） 61人 

【目標値】削減見込（Ｂ） 1人 

削減率 （Ｂ／Ａ）×100 1.6％ 
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２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 
精神病床における長期入院患者の地域生活への移行を進めるにあたっては、精神科病

院や地域の支援事業者による努力だけでは限界があり、自治体を中心とした地域精神保

健医療福祉の一体的な取組の推進に加え、差別や偏見のない、あらゆる人が共生できる包

括的な社会の実現に向けた取組の推進が必要となります。 

国の基本指針に基づき、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進

します。 

 

＜国の成果目標＞ 

・保健、医療及び福祉関係者による協議の場の開催回数を設定する。 

・保健、医療及び福祉関係者による協議の場への関係者の参加者数を見込むこと。 

・保健、医療及び福祉関係者による協議の場における目標設定及び評価の実施回数を

設定する。 

・精神障がい者の地域移行支援の利用者数を見込むこと。 

・精神障がい者の地域定着支援の利用者数を見込むこと。 

・精神障がい者の共同生活援助の利用者数を見込むこと。 

・精神障がい者の自立生活援助の利用者数を見込むこと。 

＜本市の考え方＞ 

本市では、国の成果目標に基づき、精神障がい者が安心して自分らしく暮らすことが

できるよう、地域自立支援協議会と連携し、障がい福祉、医療、介護、住まい等が包括的

に確保された地域包括ケアシステムの構築を図ります。 

 

区 分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

保健、医療及び福祉関係者による協議の

場の開催回数 
4 4 4 

保健、医療及び福祉関係者による協議の

場への関係者の参加者数 
20 25 30 

保健、医療及び福祉関係者による協議の

場における目標設定及び評価の実施回数 
4 4 4 

精神障がい者の地域移行支援の利用者数 1 1 2 

精神障がい者の地域定着支援の利用者数 0 1 2 

精神障がい者の共同生活援助の利用者数 35 36 36 

精神障がい者の自立生活援助の利用者数 4 4 5   



 
75 

＜精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム＞ 

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムとは、精神障がい者が地域の一員として安

心して自分らしい暮らしをすることができるよう、精神保健医療・一般医療、障がい福祉・

介護、社会参加、住まい、地域の助け合いが包括的に確保されたシステムのことをいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神保健医療・ 

一般医療 

社会参加 

・就労、就学、復職、復学 
・地域活動への参画 など 

 

障がい福祉・介護 地域の助け合い 

住まい 

精神障がいに対応した地域包括ケアシステムの推進 

地域精神保健医療の
高度化 

地域精神保健医療福祉の
一体的取組の推進 

認知症施策の推進 

介護・福祉の 
基盤整備 

住まいの 
確保 

雇用の 
確保 

家族支援の 
充実 

出典：厚生労働省 
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３ 地域生活支援拠点等が有する機能の充実 
福祉サービス提供体制整備の一環として、地域生活への移行、相談、グループホーム等

の体験機会の提供、緊急時の受入対応体制、人材の確保・養成、その他地域の体制づくり

等の機能を集約した地域生活支援拠点等を、市町村または各都道府県が定める障害福祉

圏域（以下、「圏域」という）において、少なくとも一つは整備を進めることが国の基本

指針により求められています。この体制整備に関しては、地域の実情に応じ、複数の機関

が分担して機能を担う体制も可能とされています。 

 

＜国の成果目標＞ 

・令和５年度末までに各市町村又は各圏域に１つ以上の地域生活支援拠点等を確保し、

機能の充実のため、年１回以上運用状況の検証及び検討をすること。 

＜本市の考え方＞ 

地域生活支援拠点等の確保については、地域での取り組みが基礎となるため、障がい

のある人の高齢化や重度化、そしていわゆる「親亡き後」を見据え、地域における居住

支援のための機能として、相談、体験の機会・場、緊急時の受入れ・対応、専門的人材の

確保・養成、地域の体制づくりが挙げられており、地域の課題に応じてどのように確保

していくか検討していきます。検討に当たっては、本市の実情や課題について関係機関

が情報を共有し、協議会等の場を活用して協議を進めていきます。 

 

＜地域生活支援拠点等の整備－面的整備型－＞                
出典：厚生労働省   相談 

・相談支援事業所 

専門性 

・グループホーム 
・障がい者支援施設 
・基幹相談支援センター※等 

地域の体制づくり 

緊急時の受け入れ 

・短期入所 
（ショートステイ） 

体験の機会・場 

・日中活動系サービス
事業所 
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４ 福祉施設から一般就労への移行等 
国の基本指針によれば、福祉施設から一般就労への移行等について、福祉施設の利用

者のうち、就労移行支援事業及び就労定着支援事業等を通じて、令和５年度中に一般就労

への移行及びその定着する人の数値目標を設定することとされています。 

 

（１）福祉施設から一般就労への移行 
＜国の成果目標＞ 

・令和５年度中に一般就労に移行する者を令和元年度実績の 1.27倍以上にする。 

＜本市の考え方＞ 

本市では、令和５年度中に４人が福祉施設から一般就労に移行することを目標とします。 

 

区 分 数 値 

【実績値】令和元年度中に福祉施設から一般就労に移行した者（Ａ） 3人 

【目標値】令和５年度中に福祉施設から一般就労に移行する者（Ｂ） 4人 

移行率 （Ｂ／Ａ）×100 133％ 

 

（２）就労定着支援事業の利用者数 
＜国の成果目標＞ 

・令和５年度において就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち、７

割が就労定着支援事業を利用すること。 

＜本市の考え方＞ 

本市では、令和５年度中に就労移行支援事業等を通じて４人が一般就労に移行し、そ

のうち３人が就労定着支援事業を利用することを目標とします。 

 

区 分 数 値 

【見込値】 

令和５年度中に就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者（Ａ）
4人 

【目標値】 

令和５年度中に一般就労に移行する者の就労定着支援事業利用者数（Ｂ） 
3人 

利用率 （Ｂ／Ａ）×100 75％   
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（３）就労移行支援事業の一般就労への移行 
＜国の成果目標＞ 

・令和５年度中に就労移行支援事業を通じて一般就労に移行する者が、令和元年度実

績の 1.3倍になること。 

＜本市の考え方＞ 

本市では、令和５年度中に就労移行支援事業を通じて、４人が一般就労に移行するこ

とを目標とします。 

 

区 分 数 値 

【実績値】 

令和元年度に就労移行支援事業を通じて一般就労に移行した者（Ａ） 
3人 

【目標値】 

令和５年度中に就労移行支援事業を通じて一般就労に移行する者（Ｂ） 
4人 

移行率 （Ｂ／Ａ）×100 133％  
（４）就労継続支援Ａ型事業の一般就労への移行 
＜国の成果目標＞ 

・令和５年度中に就労継続支援Ａ型事業を通じて一般就労に移行する者が、令和元年

度実績の概ね 1.26倍になること。 

＜本市の考え方＞ 

本市では、令和５年度中に就労継続支援Ａ型事業を通じて、２人が一般就労に移行す

ることを目標とします。 

 

区 分 数 値 

【実績値】 

令和元年度に就労継続支援Ａ型事業を通じて一般就労に移行した者 
0人 

【目標値】 

令和５年度中に就労継続支援Ａ型事業を通じて一般就労に移行する者 
2人     
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（５）就労継続支援Ｂ型事業の一般就労への移行 
＜国の成果目標＞ 

・令和５年度中に就労継続支援Ｂ型事業を通じて一般就労に移行する者が、令和元年

度実績の概ね 1.23倍になること。 

＜本市の考え方＞ 

本市では、令和５年度中に就労継続支援Ｂ型事業を通じて、２人が一般就労に移行す

ることを目標とします。 

 

区 分 数 値 

【実績値】 

令和元年度に就労継続支援Ｂ型事業を通じて一般就労に移行した者 
0人 

【目標値】 

令和５年度中に就労継続支援Ｂ型事業を通じて一般就労に移行する者 
2人  

（６）就労定着支援事業所の就労定着率 
＜国の成果目標＞ 

・令和５年度において就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所を

全体の７割以上とすること。 

＜本市の考え方＞ 

本市では、令和５年度中に就労定着率が８割以上の就労定着支援事業所数を５か所と

することを目標とします。 

 

区 分 数 値 

【見込値】 

令和５年度の就労定着支援事業所数（Ａ） 
6か所 

【目標値】 

令和５年度において就労定着率が８割以上の就労定着支援事業所数（Ｂ） 
5か所 

割合 （Ｂ／Ａ）×100 83％     
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５ 障がい児支援の提供体制の整備等 
障がい児のライフステージに沿って地域の保健、医療、福祉、保育、教育、就労支援等

の関係機関が連携を図り、切れ目の無い一貫した支援を提供する体制整備が重要となり

ます。 

 

（１）児童発達支援センターの設置及び保育所等訪問支援の充実 
＜国の成果目標＞ 

・令和５年度末までに児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１箇所以上設置

すること。 

・令和５年度末までに全ての市町村において、保育所等訪問支援を利用できる体制を

構築すること。 

＜本市の考え方＞ 

本市では、障がい児支援の地域支援体制の充実を図るため、児童発達支援センターの

設置及び保育所等訪問支援を利用できる体制の構築を検討していきます。 

 

区 分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

児童発達支援センターの設置 無 無 有 

保育所等訪問支援の利用体制の構築 無 無 有  
（２）重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス

事業所の確保 
＜国の成果目標＞ 

・令和５年度末までに、重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後

等デイサービス事業所を、各市町村に少なくとも１箇所以上確保すること。 

＜本市の考え方＞ 

本市では、障がい児支援の地域支援体制の充実を図るため、児童発達支援事業所及び

放課後等デイサービス事業所の確保に努めていきます。 

 

区 分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

児童発達支援事業所 0 0 1 

放課後等デイサービス事業所 0 0 1   
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（３）医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置及びコーディネーター

の配置 
＜国の成果目標＞ 

・令和５年度末までに、医療的ケア児が適切な支援が受けられるよう、各都道府県、各

圏域、各市町村において、保健、医療、福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図

るための協議の場を設けるとともに、医療的ケア児等に関するコーディネーターを

配置すること。 

＜本市の考え方＞ 

本市では、医療的ケア児の数が増加する中で、保健、医療、福祉、保育、教育等の各関

係機関が連携を図るための協議の場を設けます。また、医療的ケア児に対する支援を総

合調整できるコーディネーターの配置に努めます。 

 

区 分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

協議の場の設置 無 無 有 

コーディネーターの配置 無 無 有 
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６ 発達障がい者等に対する支援 
発達障がい者等の早期発見・早期支援には、発達障がい者等及びその家族等への支援が

重要であることから、保護者等が子どもの発達障がいの特性を理解し、必要な知識や方法

を身につけ、適切な対応ができるよう、ペアレントトレーニングやペアレントプログラム

等を活用し、発達障がい者等及びその家族等に対する支援体制を確保することが重要と

なります。 

国の基本指針に基づき、発達障がい者等に対する支援を推進します。 

 

＜国の成果目標＞ 

・ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プログラム等の受講者数

を見込むこと。 

・ペアレントメンターの人数を見込むこと。 

・ピアサポートの活動への参加人数を見込むこと。 

＜本市の考え方＞ 

本市では、発達障がい者等に対する支援の充実を図るため、発達障がいに関する様々

な問題に関して、ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等を活用し、発達障

がい者等及びその家族等に必要な支援や助言を行います。 

また、発達障がいの子を育ててきた同じ立場の親が、様々な疑問や不安を持つ親に対

して、情報提供や助言等を行うペアレントメンター事業の実施や、情報や意見の交換を

行う機会（ピアサポート活動）を設けます。 

 

区 分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

ペアレントトレーニングやペアレント

プログラム等の支援プログラム等の受

講者数 

1 2 2 

ペアレントメンターの人数 0 1 2 

ピアサポートの活動への参加人数 2 3 4 
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７ 相談支援体制の充実・強化等 
相談支援体制の充実・強化の取組の中核となる基幹相談支援センターの設置が進む中、

計画相談支援の対象者を、原則障がい福祉サービスを対象とするすべての利用者へ拡大

したことに伴い、事業所数及び従事者数は増加しているものの、事業所あたりの相談支援

専門員の数が少ない等、運営体制が脆弱な事業所もあることから、これらの事業所を援助

し相談支援体制のさらなる充実に向けた取組が求められています。 

 

＜国の成果目標＞ 

・令和５年度末までに、市町村又は圏域において、相談支援体制の充実・強化等に向け

た取組の実施体制を確保すること。 

＜本市の考え方＞ 

本市では、相談支援体制を充実・強化するため、障がいの種別や各種のニーズに対応

できる総合的・専門的な相談支援を行うとともに、地域の相談支援事業者に対する専門

的な指導・助言ができる体制の整備や、研修等を実施することにより、人材育成を図り

ます。 

また、地域の相談機関との連携強化を図り、相談支援体制の充実に努めます。 

 

区 分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

総合的・専門的な相談支援の実施の有無 無 無 有 

相談支援事業者に対する訪問等による

専門的な指導・助言件数 
0 0 8 

相談支援事業者の人材育成の支援件数 0 0 8 

相談機関との連携強化の取組の実施回数 12 12 12 
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８ 障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 
障がい福祉サービス等が多様化するとともに、多くの事業者が参入している中、改めて

障害者総合支援法の基本理念を念頭に、その目的を果たすためには、利用者が真に必要と

する障がい福祉サービス等の提供を行うことが重要となります。 

 

＜国の成果目標＞ 

・令和５年度末までに、障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組を実施す

る体制を構築すること。 

＜本市の考え方＞ 

本市では、多様化してきている障がい福祉サービス等の利用状況を把握し、利用者が

必要とする障がい福祉サービス等の質を向上させるため体制の構築を図っていきます。 

 

区 分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

都道府県が実施する障がい福祉サービ

ス等に係る研修その他の研修への市職

員の参加人数 

2 2 3 

障害者自立支援審査支払等システム等

を活用し、事業所や関係自治体等と共有

する体制の有無及び実施回数 

0 0 1 
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第２章 障がい福祉サービス等の利用実績と見込量  
１ 訪問系サービス 

訪問系サービスは、障がいのある人が居宅において自立した日常生活又は社会生活を

営むにあたっての重要なサービスとなります。 

施設入所者の地域生活への移行や精神障がい者の地域生活への移行を進める上で、移

行後の在宅生活を支える訪問系サービスの提供が不可欠となります。また介護する者の

高齢化等により利用が増えることが予想されるため、サービス提供体制の充実を図り、

見込量の確保に努めます。 

 

事業名 事業の内容 

居宅介護 

ホームヘルパーが自宅を訪問して、居宅において入浴、排せつ、食事等

の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に関する相談、助言及

びその他生活全般にわたる援助を行います。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者又は重度の知的・精神障がいにより、行動上著しく

困難を有し、常時介護を必要とする人に、居宅において入浴、排せつ、食

事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に関する相談や助

言、その他の生活全般にわたる支援や外出時における移動中の介護を総

合的に行います。 

同行援護 

視覚障がいにより、移動に著しく困難を有する人が外出をする際に同

行し、移動に必要な情報の提供（代筆、代読含む）、移動の援護、排せつ、

食事等の介護のほか、その他外出の際に必要な援助を行います。 

行動援護 

知的障がい又は精神障がいにより行動上著しく困難を有し、常時介護

を必要とする人が行動する際に生じ得る危険を回避するために必要な援

護、外出時における移動中の介護、排せつ、食事等の介護のほか、行動す

る際に必要な援助を行います。 

重度障がい者等 

包括支援 

常時介護を必要とする障がいのある人等であって、意思疎通を図るこ

とに著しい支障がある人のうち、四肢の麻痺、寝たきりの状態又は知的障

がい若しくは精神障がいにより行動上著しい困難がある人に居宅介護、

重度訪問介護、同行援護、行動援護、生活介護、短期入所、自立訓練及び

就労移行支援等を包括的に行います。 
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■第５期実績値及び第６期見込量 

事業名 単位 

第５期計画 第６期計画 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

実績 実績 見込 見込 見込 見込 

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障がい者等 

包括支援 

実利用者数 33 37 36 36 37 39 

時間／月 812 892 800 754 768 993    
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２ 日中活動系サービス 
日中活動系サービスには、生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）、療養介護及び短期入所（福祉型・医療型）等があり日中に

サービスを利用するものです。 

第５期計画で新設された就労定着支援は、一般就労に移行する障がい者が増加するこ

とを考慮し、今後在職障がい者の就労に伴う生活上の支援がより一層多様化すると考え

られます。 

障がいのある人が望む地域生活を実現するにあたっては、生活に必要な訓練や就労支

援を受ける必要性があることから、今後も、福祉施設資源の活用によりサービス提供を図

り、見込量の確保に努めます。 

 

事業名 事業の内容 

生活介護 

障がい者支援施設において、常時介護を必要とする人に、主として昼間

において、入浴、排せつ、食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事、

生活等に関する相談・助言その他の必要な日常生活上の支援、創作的活

動・生産活動の機会の提供のほか、身体機能や生活能力の向上のために必

要な援助を行います。 

自立訓練 

（機能訓練） 

身体障がいのある人又は難病を患っている人等に対して、障がい者支

援施設、障がい福祉サービス事業所又は居宅において、理学療法、作業療

法その他の必要なリハビリテーション、生活等に関する相談および助言

等の支援を行います。 

自立訓練 

（生活訓練） 

知的障がい又は精神障がいのある人に対して、障がい者支援施設、障が

い福祉サービス事業所又は居宅において、入浴、排せつ、食事等に関する

自立した日常生活を営むために必要な訓練、生活等に関する相談および

助言等の支援を行います。 

就労移行支援 

就労を希望する６５歳未満の障がいのある人であって、通常の事業所

に雇用されることが可能と見込まれる人に対して、生産活動や職場体験

等の機会を提供し、就労に必要な知識や能力の向上のために必要な訓練、

求職活動に関する支援、適正に応じた職場の開拓及び就職後の職場への

定着のために必要な相談その他必要な支援を行います。    
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事業名 事業の内容 

就労継続支援 

Ａ型（雇用型） 

一般企業等に就労することが困難な障がいのある人に対して、雇用契

約に基づく生産活動の機会の提供、知識および能力の向上のために必要

な訓練等を行います。 

このサービスを通じて一般就労に必要な知識や能力を高めて、最終的

には一般就労への移行を目指します。 

就労継続支援 

Ｂ型（非雇用型） 

一般企業等に雇用されることが困難な就労経験のある障がいのある

人、就労移行支援を利用したが就労等に至らなかった人、その他一般企業

等に就労することが困難な障がいのある人に対し、生産活動などの機会

の提供、知識および能力の向上のために必要な訓練等を行います。 

このサービスを通じて生産活動や就労に必要な知識や能力を高めて、

就労継続支援（Ａ型）や一般就労への移行を目指します。 

就労定着支援 

就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した障がいのある人で、

就労に伴う環境変化により生活面の課題が生じている人に対し、障がい

のある人との相談を通じて生活面の課題を把握するとともに、企業や関

係機関等との連絡調整やそれに伴う課題解決に向けて必要となる支援を

行います。 

療養介護 

医療的ケアを必要とし、常時介護を必要とする障がいのある人に、主と

して昼間において、病院で行われる機能訓練、療養上の管理、看護、医学

的管理の下における介護及び日常生活上の世話を行います。 

短期入所 

自宅で介護を行っている人が病気その他の理由により介護を行うこと

ができない場合に、障がいのある人に障がい者支援施設や児童福祉施設

等に短期間入所してもらい、入浴、排せつ、食事の介護及びその他必要な

介護を行います。このサービスは、介護者にとってのレスパイトサービス

（休息）としての役割も担っています。 
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■第５期実績値及び第６期見込量 

事業名 単位 

第５期計画 第６期計画 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

実績 実績 見込 見込 見込 見込 

生活介護 

実利用者数 117 129 133 134 135 136 

日数／月 2,209 2,408 2660 2680 2970 2992 

自立訓練 

（機能訓練） 

実利用者数 2 1 1 2 2 2 

日数／月 11 14 22 44 44 44 

自立訓練 

（生活訓練） 

実利用者数 14 13 7 8 8 9 

日数／月 136 122 105 176 176 198 

就労移行支援 

実利用者数 53 51 40 50 53 56 

日数／月 636 548 600 1100 1166 1232 

就労継続支援 

Ａ型（雇用型） 

実利用者数 35 34 34 35 35 36 

日数／月 469 521 510 770 770 792 

就労継続支援 

Ｂ型（非雇用型） 

実利用者数 92 94 95 97 99 101 

日数／月 1,326 1,449 1425 2134 2178 2222 

就労定着支援 

実利用者数 5 8 12 16 20 24 

日数／月 5 8 12 16 20 24 

療養介護 

実利用者数 6 6 5 5 5 5 

日数／月 181 147 155 155 155 155 

短期入所 

（福祉型） 

実利用者数 40 37 15 35 37 40 

日数／月 182 167 120 280 296 320 

短期入所 

（医療型） 

実利用者数 0 2 1 2 2 2 

日数／月 0 2 4 14 14 14   
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３ 居住系サービス 
共同生活援助は、障がいのある人が自立した日常生活又は社会生活を営むことができ

るよう、少人数の共同生活の下、日常生活の援助等を行い、安心して生活できる場を提供

するものです。 

また、福祉施設に入所している人が地域での生活に移行をすすめることや地域の生活

の場としての期待が高まることから、福祉施設資源の活用によりサービス提供を図るこ

とが必要です。 

さらに、福祉施設入所者数については、国の地域生活移行の方針を踏まえ、削減を図ら

なければなりません。これらを踏まえ見込量の確保に努めます。 

また、施設やグループホームを退所した障がいのある人が安心して地域で生活する上

での生活力や理解力を補うため、第５期計画で新設された自立生活援助の見込量の確保

に努めます。 

 

事業名 事業の内容 

自立生活援助 

障がい者支援施設やグループホーム等を利用していた障がいのある人

で一人暮らしを希望する者等に対し、定期的に利用者の居宅を訪問し、必

要な助言や医療機関等との連絡調整を行うことのほか、定期的な訪問だ

けではなく、利用者からの相談・要請があった際は、訪問、電話、メール

等による随時の対応を行います。 

施設入所支援 

施設に入所する障がいのある人に対して、主として夜間において、入

浴、排せつ、食事等の介護、生活等に関する相談及び助言その他の必要な

日常生活上の支援を行います。 

共同生活援助 

（グループホーム） 

共同生活を営む住居に入居している障がいのある人に、主に夜間にお

いて、共同生活を営む住居において行われる相談、入浴、排せつ又は食事

の介護、その他の日常生活上の援助を行います。 

 

■第５期実績値及び第６期見込量 

事業名 単位 

第５期計画 第６期計画 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

実績 実績 見込 見込 見込 見込 

自立生活援助 
実利用者数 

人／月 
0 0 0 2 2 4 

施設入所支援 
実利用者数 

人／月 
63 61 62 61 61 60 

共同生活援助 

（グループホーム） 

実利用者数 

人／月 
54 74 74 75 76 77   
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４ 計画相談支援・地域相談支援 
計画相談支援・地域相談支援は、障がいのある人が自立した日常生活又は社会生活を営

むことができるよう、抱える課題の解決や適切なサービスの利用に向けて、サービス等利

用計画作成やモニタリング等、個々に応じたケアマネジメントを各関係機関と連携しな

がら支援するものです。 

平成 27 年４月より、障がい福祉サービスの支給決定に先立ち、全ての対象者がサー

ビス等利用計画の作成が義務化されたことから、事業者の新規参入の働きかけや相談支

援事業者との連携強化による質の向上等、相談支援体制の整備に努めます。 

 

事業名 事業の内容 

計画相談支援 

（サービス等利用

計画作成） 

障がいある人やその保護者又は介護を行う人からの相談に応じ、必要

な情報の提供と必要な便宜を供与するほか、障がい福祉サービスの利用

申請時に「サービス等利用計画（案）」を作成し、支給決定後のサービス

提供事業者等との連絡調整を行うとともに「サービス等利用計画」の作成

を行います。また、サービス利用開始後一定期間ごとにモニタリングを行

うなどの支援を行います。 

地
域
相
談
支
援 

地域移行支援 

障がい者支援施設等に入所している人又は精神科病院に入院している

人に対して、住居の確保や地域生活に移行するための活動に関する相談、

外出時の同行、障がい福祉サービスの体験的な利用支援等、必要な支援を

行います。 

地域定着支援 

単身等で生活する障がいのある人に対し、常に連絡がとれる体制を確

保し、緊急に支援が必要な事態が生じた際に、緊急訪問や相談等の必要な

支援を行います。 

 

■第５期実績値及び第６期見込量 

事業名 単位 

第５期計画 第６期計画 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

実績 実績 見込 見込 見込 見込 

計画相談支援 

（サービス等利

用計画作成） 

実利用者数 

人／年 
273 291 306 321 337 354 

地域移行支援 
実利用者数 

人／年 
0 0 0 1 2 4 

地域定着支援 
実利用者数 

人／年 
0 0 0 0 1 2   
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５ 障がい児支援 
障がい児支援は、障がいのある児童が自立した生活を実現させるため、身近な地域でそ

れぞれの障がいの特性に応じた専門的な支援をするものです。 

平成 24 年の児童福祉法の改正では、発達障がい児についても障がい児支援の対象に

含まれ、学齢期における障がい児の放課後等対策の強化のため、障害者自立支援法（現：

障害者総合支援法）での「児童デイサービス」と児童福祉法の「通所サービス」を改め「障

がい児通所支援」が創設され、障がいのある児童に対する支援の強化を図ってきました。 

平成 28 年には、障害者総合支援法をはじめ、児童福祉法や発達障害者支援法が改正

され、障がい児支援のニーズの多様化にきめ細かく対応するための支援の拡充等、サービ

スの質の確保及び向上を図るためのさまざまな環境整備が進められています。より一層、

障がいのある児童に対する支援を強化していくため、支援体制の整備及び関係機関との

連携が求められていることから、障がいのある児童が自立した生活を実現させるため、保

健・保育・教育・医療・就労支援等の関係機関と連携し、障がいの早期発見・早期療育を

図るとともに、ライフステージに応じた一貫した支援体制の整備に努めます。 

本市の障がい児支援については、社会資源が少ない状況の中、ニーズの増加が見込まれ

るため、サービス提供事業者の新規参入の促進を図りながら、見込量の確保に努めます。 

また、放課後等デイサービスについては、日中一時支援事業からの円滑な移行を推進す

るとともに、保育所や認定こども園、放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）等に

おける障がいのある児童の受け入れの体制整備を行います。 

 

（１）障がい児相談支援 
事業名 事業の内容 

障がい児相談支援 

（障がい児支援利

用計画作成） 

障がい児通所支援（児童発達支援・放課後等デイサービス等）の利用申

請時に「障がい児支援利用計画（案）」を作成し、支給決定後はサービス

提供事業者等との連絡調整を行うとともに「障がい児支援利用計画」の作

成を行います。また、サービス利用開始後一定期間ごとにモニタリングを

行うなどの支援を行います。 

 

■第５期実績値及び第６期見込量 

事業名 単位 

第５期計画 第６期計画 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

実績 実績 見込 見込 見込 見込 

障がい児相談支

援（障がい児支援

利用計画作成） 

実利用者数 

人／年 
95 101 121 145 175 209   
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（２）障がい児通所支援 
事業名 事業の内容 

児童発達支援 
未就学の障がい児を対象に、日常生活における基本的な動作の指導、知

識・技能の付与、集団生活への適応訓練等の支援を行います。 

医療型児童発達支

援 

未就学の障がい児を対象に、日常生活における基本的な動作の指導、知

識・技能の付与、集団生活への適応訓練等の支援を行うとともに、身体の

状況により、治療も行います。 

放課後等デイサー

ビス 

学校等に就学している障がい児に対して、放課後や夏休み等の長期休

暇中に、生活能力向上のための訓練等を継続的に提供することにより、学

校教育と相まって障がい児の自立を促進するとともに、放課後等の居場

所づくりを行います。 

保育所等訪問支援 

障がい児施設で指導経験のある児童指導員や保育士が、保育所等を２

週間に１回程度訪問し、障がい児や保育所等のスタッフに対し、障がい児

が集団生活に適応するための専門的な支援を行います。 

居宅訪問型児童発

達支援 

重症心身障がい児などの重度の障がい児等であって、児童発達支援等

の障がい児通所支援を受けるために外出することが著しく困難な障がい

児に対し、障がい児の居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指

導、知識技能の付与その他必要な支援を行います。 
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■第５期実績値及び第６期見込量 

事業名 単位 

第５期計画 第６期計画 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

実績 実績 見込 見込 見込 見込 

児童発達支援 

実利用者数 64 56 54 65 78 93 

日数／月 335 324 486 583 700 840 

医療型児童発達

支援 

実利用者数 0 0 0 0 0 0 

日数／月 0 0 0 0 0 0 

放課後等デイサ

ービス 

実利用者数 75 87 89 98 108 118 

日数／月 846 975 801 881 969 1066 

保育所等訪問支

援 

実利用者数 0 0 0 0 0 2 

日数／月 0 0 0 0 0 10 

居宅訪問型児童

発達支援 

実利用者数 0 0 0 0 0 2 

日数／月 0 0 0 0 0 14 

医療的ケア児に

対する関連分野

の支援を調整す

るコーディネー

ターの配置 

人 0 0 0 0 0 1 
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６ その他のサービス 
 

事業名 事業の内容 

補装具費の支給 

補装具費(購入費・修理費)を支給します。利用者負担については定率負

担であり、原則として１割負担です。ただし、所得に応じて負担に上限額

が設定されています。 

自立支援医療 

自立支援医療は、心身の障がいを除去・軽減するための医療について、

医療費の自己負担額を軽減する公費負担医療制度で、「育成医療」「更生医

療」「精神通院医療」の３つに分けられています。このうち市町村が実施

主体となるのが「育成医療」「更生医療」であり、身体の障がいを除去・

軽減する手術等の治療により確実に効果が期待できる場合に支給認定さ

れます。自己負担は原則１割ですが、低所得世帯の人のほか、一定の負担

能力があっても、継続的に相当額の医療費負担が生じる人に１か月当た

りの負担に上限額を設定する負担軽減策を講じています。 

【対象者】 

育成医療：身体に障がいを有する児童（18歳未満） 

更生医療：身体障がい者手帳の交付を受けた人（18歳以上） 
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第３章 地域生活支援事業の利用実績と見込量  
１ 理解促進研修・啓発事業 

障がいのある人が日常生活及び社会生活をするうえで生じる「社会的障壁」をなくす

ため、地域の住民に対し、障がいのある人に対する理解を深めるための研修会やイベン

トの開催、啓発活動等を行っています。 

今後も、障がいに対する理解や関心が多くの市民に深まるよう事業内容の充実を図り

ます。 

 

事業名 事業の内容 

理解促進研修・啓発事業 

広報・啓発活動等をはじめ、研修会や講演会の開催等、

障がいの有無に関わらず多くの地域住民が参加できるよ

うな交流の機会を設けることで、障がいのある人への理解

を深めます。 

 

■第５期実績値及び第６期見込量 

事業名 単位 

第５期計画 第６期計画 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

実績 実績 見込 見込 見込 見込 

理解促進研修・啓

発事業 
実施の有無 無 無 無 有 有 有 
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２ 自発的活動支援事業 
自発的活動支援事業は、障がいのある人、その家族、地域住民等が地域において自発的

に行う活動（ピアサポート、災害対策、孤立防止活動、ボランティア活動等）の支援を行

う事業です。 

今後は、ボランティアの養成や活動を支援するとともに、障がいのある人の権利や自立

のため、社会に働きかける活動を支援します。 

 

事業名 事業の内容 

自発的活動支援事業 

障がいのある人が自立した日常生活及び社会生活を営

むことができるよう障がいのある人やその家族、地域住民

等が自発的に行う活動に支援を行います。 

 

■第５期実績値及び第６期見込量 

事業名 単位 

第５期計画 第６期計画 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

実績 実績 見込 見込 見込 見込 

自発的活動支援

事業 
実施の有無 無 無 無 無 有 有 
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３ 相談支援事業等 
相談支援事業は、身近な地域の相談の場として、本人のニーズに寄り添い、地域生活へ

の移行や安定した生活に向け、様々な情報提供をはじめ自己決定に必用な提案、助言、支

援をするというきわめて重要な役割が期待されています。 

こうした相談支援事業を効果的に実施するために、地域の障がい福祉に関するシステ

ムづくりの中核的な役割を果たす地域自立支援協議会を活用し、中立・公平な相談支援事

業の実施や地域の関係機関の連携強化、社会資源の開発・改善を推進します。また、既存

の相談支援事業所の充実を図るとともに、複雑かつ多様化している相談業務に対応でき

るための体制整備及び人材育成に努めます。 

 

事業名 事業の内容 

相談支援事業等 

障がいのある人等からの相談に応じ、福祉に関する様々

な問題や安定した地域生活のための、情報の提供や助言を

はじめ、障がい福祉サービスの利用支援等を行うほか、虐

待の防止およびその早期発見のための関係機関との連絡

調整、その他障がい者の権利擁護のために必要な援助等、

総合的な相談支援を行います。 

 

基幹相談支援センター 

地域の相談支援の拠点として、障がいのある人の総合的

かつ専門的な相談支援、権利擁護、虐待防止、地域移行及

び地域定着の役割を担います。さらに、地域自立支援協議

会の事務局を兼ねるなど、地域の相談支援体制等に係るネ

ットワークを活用し役割を強化します。 

相談支援機能強化事業 

相談支援機能の強化のため、相談支援機関に専門的職員

（社会福祉士、保健師、精神保健福祉士等）を配置するも

のです。 

本市においては、相談支援事業所や関係機関と連携をと

り、支援に向けた人員の確保や仕組みづくりに取り組みま

す。 

住宅入居等支援事業 

民間の賃貸住宅等への入居を希望しているが、保証人が

いない等の理由から入居困難な障がい者を支援する事業

で、入居にあたっての支援や、家主等への相談・助言等を

行います。 

本事業については、一部の事業を除き、法改正により創

設された地域移行支援・地域定着支援として個別給付化さ

れたことから、利用者のニーズに応じた事業の実施に努め

るとともに、地域移行支援・地域定着支援の実施体制の計

画的な整備に努めます。   
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■第５期実績値及び第６期見込量 

事業名 単位 

第５期計画 第６期計画 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

実績 実績 見込 見込 見込 見込 

相談支援事業 

委託 か所 4 4 4 4 4 4 

直営 か所 1 1 1 1 1 1 

 基幹相談支援センター 
設置の

有無 
無 無 無 無 無 有 

住宅入居等支援事業 
実施の

有無 
無 無 無 無 無 無 
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４ 成年後見制度利用支援事業 
成年後見制度利用支援事業は、障がい福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を

利用することが有用であると認められる知的障がい者又は精神障がい者に対し、成年後

見制度の利用を支援することにより、障がい者の権利擁護を図ることを目的とする事業

です。 

今後、親亡き後の問題など増大する権利擁護・成年後見ニーズへの対応も視野に入れ、

成年後見制度や権利擁護の情報提供と制度周知に努め、成年後見制度利用支援事業の利

用促進を図ります。 

 

事業名 事業の内容 

成年後見制度利用支援事業 

判断能力が不十分な知的障がい者又は精神障がい者に

対し、成年後見制度の申立てに要する経費及び後見人等の

報酬の全部又は一部を助成するものです。 

 

■第５期実績値及び第６期見込量 

事業名 単位 

第５期計画 第６期計画 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

実績 実績 見込 見込 見込 見込 

成年後見制度利

用支援事業 

実利用者数 

人／年 
0 0 0 1 2 2 
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５ 成年後見制度法人後見支援事業 
成年後見制度法人後見支援事業は、成年後見制度における後見等の業務を適正に行う

ことができる法人を確保できる体制を整備するとともに、市民後見人の活用も含めた法

人後見の活動を支援することで、障がい者の権利擁護を図ることを目的とする事業です。 

今後は、成年後見制度における法人後見活動を支援するために、社会福祉協議会や

ＮＰＯ法人等、適切な事業運営が確保できると認められる団体の参入を働きかけるとと

もに、実施団体に対する研修、安定的な実施のための組織体制の構築、専門職による支

援体制の構築に努めます。 

 

事業名 事業の内容 

成年後見制度法人後見支援事業 
法人後見の活動を安定的に実施するための組織体制の

構築や法人後見の適正な活動を支援するための事業です。 

 

■第５期実績値及び第６期見込量 

事業名 単位 

第５期計画 第６期計画 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

実績 実績 見込 見込 見込 見込 

成年後見制度法

人後見支援事業 
実施の有無 無 無 無 無 有 有 
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６ 意思疎通支援事業 
意思疎通支援事業は、聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障がいのため、意思疎

通を図ることに支障がある障がい者に、手話通訳者、要約筆記者等の派遣等を行い、障が

い者とその他の者の意思疎通を支援する事業です。 

今後も、茨城県聴覚障害者協会への委託による実施やボランティア団体等と協力し合

い実施します。また、手話通訳者を行政窓口に設置するよう人員の確保に努めます。 

 

事業名 事業の内容 

手話通訳者派遣事業 
聴覚障がい者がその他の人と話すとき、意思疎通を円滑

にするため、手話通訳者を派遣します。 

要約筆記者派遣事業 
聴覚障がい者に、話の内容をその場で文字にして伝える

要約筆記者を派遣します。 

手話通訳設置事業 
手話通訳者を市役所内に配置して、事務手続き等の利便

を図ります。 

 

■第５期実績値及び第６期見込量 

事業名 単位 

第５期計画 第６期計画 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

実績 実績 見込 見込 見込 見込 

手話通訳者・要約

筆記者派遣事業 

実利用者数 

人／年 
1 4 4 4 4 5 

手話通釈者設置

事業 
実設置者数 0 0 0 0 0 1 
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７ 日常生活用具給付事業 
日常生活用具給付事業は、障がい者等に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具を給

付することによって日常生活の便宜を図るものです。 

用具の機能や性能の向上、価格の変動に合わせ、給付対象とする「障がい程度基準」や

「給付基準額」の見直しを定期的に行うことで、社会参加の促進及び日常生活の向上に繋

げるよう努めます。 

 

事業名 事業の内容 

介護・訓練支援用具 

特殊寝台や特殊マット等の障がい者の身体介護を支援す

る用具や、障がい児が訓練に用いる椅子等であって、利用

者及び介助者が容易に使用でき、実用性があるもの。 

自立支援生活補助用具 

入浴補助用具や聴覚障がい者用屋内信号装置等の、障が

い者の入浴、食事、移動等の自立生活を支援する用具であ

って、利用者が容易に使用でき、実用性のあるもの。 

在宅療養等支援用具 

電気式たん吸引器や盲人用体温計等の、障がい者の在宅

療養等を支援する用具であって、利用者が容易に使用で

き、実用性があるもの。 

情報・意思疎通支援用具 

点字器や人工喉頭等の、障がい者の情報収集、情報伝達

や意思疎通等を支援する用具であって、利用者が容易に使

用でき、実用性があるもの。 

排せつ管理支援用具 

ストマ用装具等の障がい者の排せつ管理を支援する衛

生用品であって、利用者が容易に使用でき、実用性のある

もの。 

居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 

障がい者の居住生活動作等を円滑にする用具で、設置に

小規模な住宅改修を行うもの。 
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■第５期実績値及び第６期見込量 

事業名 単位 

第５期計画 第６期計画 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

実績 実績 見込 見込 見込 見込 

介護・訓練支援用

具 
件／年 ０ ４ ２ ３ ３ ４ 

自立支援生活補

助用具 
件／年 ３ ２ ３ ３ ４ ４ 

在宅療養等支援

用具 
件／年 ２ ５ ２ ３ ３ ４ 

情報・意思疎通支

援用具 
件／年 ２ １２ １５ １６ １６ １７ 

排せつ管理支援

用具 
件／年 1,152 1,228 1,282 1,334 1,388 1,440 

居宅生活動作補

助用具 

（住宅改修費） 

件／年 ０ ０ １ １ １ １ 

合 計 1,159 1,251 1,305 1,360 1,415 1,470 
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８ 手話奉仕員養成研修事業 
平成 30年 10月には、手話を普及するための「茨城県手話言語の普及の促進に関す

る条例」が施行され、手話が言語であるとの認識に基づき、手話の普及等に関して定め

られたところです。 

聴覚等の障がいのため意思疎通を図ることに支障がある障がい者等が自立した日常生

活及び社会生活を営むことができるよう、手話奉仕員（日常会話程度の手話表現技術を取

得した者）を養成し、聴覚障がい者等との交流活動の推進などの支援者として期待される

人材の育成・確保を図ります。 

 

事業名 事業の内容 

手話奉仕員養成研修事業 手話奉仕員を養成するため、研修会を開催します。 

 

■第５期実績値及び第６期見込量 

事業名 単位 

第５期計画 第６期計画 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

実績 実績 見込 見込 見込 見込 

手話奉仕員養成

研修事業 

講習修了者数 

人／年 
4 6 7 8 10 10 
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９ 移動支援事業 
移動支援事業は、地域での自立した生活や社会参加を促すことを目的に、屋外で移動が

困難な障がいのある人について、外出のための支援を行うものです。原則として、重度の

障がい者以外の方に対して、社会生活上不可欠な外出や余暇活動等の社会参加のための

外出の際に、ガイドヘルパーが移動の支援を行います。 

今後、施設入所から地域生活への移行に伴い、利用者の増加が見込まれます。事業の周

知を行うとともに、将来的に利用者の増加が見込まれることから支給量の拡充に努めま

す。また、利用者のニーズが多岐にわたっているため、対象範囲や利用方法について検討

を行います。 

 

事業名 事業の内容 

移動支援事業 
屋外での移動が困難な障がいのある人について、外出の

ための支援を行います。 

 

■第５期実績値及び第６期見込量 

事業名 単位 

第５期計画 第６期計画 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

実績 実績 見込 見込 見込 見込 

移動支援事業 

実利用者数 

人／年 
8 7 11 12 13 14 

延利用時間 

時間／年 
165 218 217 237 257 276 
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10 地域活動支援センター 
地域活動支援センター事業は、障がい者の地域生活支援の促進を図ることを目的に、地

域活動支援センターにおいて、障がい者に対する創作的活動や生産活動の機会の提供等

を行うものです。地域活動支援センターでは、障がい者に対する創作的活動や生産活動の

機会の提供等、基礎的な事業を行うとともに、センターの類型（Ⅰ型、Ⅱ型、Ⅲ型の３種）

に応じた機能強化事業等を行います。 

 

事業名 事業の内容 

地域活動支援センター 

基礎的事業 

創作的活動、生産活動の機会の提供、社会との交流の促

進等、地域の実情に応じた支援を行います。 

機
能
強
化
事
業 

地域活動支援センターⅠ型 

基礎的事業のほか、専門職員を配置し、医療・福祉及び

地域の社会基盤との連携強化のための調整、地域住民ボラ

ンティア育成、障がいに対する理解促進のための普及啓発

事業を実施します。 

地域活動支援センターⅡ型 

基礎的事業のほか、地域において雇用・就労が困難な在

宅障がい者に対し、機能訓練、社会適応訓練、入浴等のサ

ービスを実施します。 

地域活動支援センターⅢ型 

これまでの小規模作業所の移行先として想定された事業

形態で、通所による援護事業の実績を概ね５年以上有し、

２名以上の職員配置と安定的な経営によりセンター事業を

実施します。 

 

■第５期実績値及び第６期見込量 

事業名 単位 

第５期計画 第６期計画 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

実績 実績 見込 見込 見込 見込 

実施か所数 

か所 6 5 5 5 5 5 

実利用者数 

人／年 
18 20 20 20 23 24 

機
能
強
化
事
業 

Ⅰ型（市外） 
か所 3 3 3 3 3 3 

人／年 6 6 6 6 7 7 

Ⅱ型（市外） 
か所 1 1 1 1 1 1 

人／年 1 1 1 1 2 2 

Ⅲ型（市内） 
か所 2 1 1 1 1 1 

人／年 11 13 13 13 14 15 
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11 その他の事業 
 

事業名 事業の内容 

日中一時支援事業 

（日常生活支援） 

障がい者等の家族の就労支援及び日常的に介護している

家族の一時的な休息を確保するため、障がい者等の日中に

おける活動の場の提供を行います。 

重度身体障がい者訪問入浴サー

ビス事業（日常生活支援） 

家庭において自力又は家族のみで入浴が困難な重度の身

体障がい者、身体障がい児及び難病患者の生活を支援する

ため、訪問により居宅において入浴介護サービスを提供し

ます。 

発達障がい等巡回支援事業 

（日常生活支援） 

発達障がい等に関する知識を有する巡回支援専門員を配

置し、保育所等の子どもやその親が集まる施設・場への巡

回等の支援を実施し、施設等の支援を担当する職員や障が

い児の保護者に対し、障がいの早期発見・早期対応のため

の助言等の支援を行います。 

スポーツ・レクリエーション教

室開催等事業（社会参加支援） 

スポーツ・レクリエーション活動を通じて、障がい者等

の体力増強、交流、余暇等に資するため、各種スポーツ・

レクリエーション教室等を開催します。 

自動車運転免許取得助成事業 

（社会参加支援） 

障がい者の就労等の社会参加に伴い、自動車の運転免許

を取得した際に、その運転免許の取得に要した経費の一部

を助成します。 

自動車改造助成事業 

（社会参加支援） 

重度の身体障がい者の就労等の社会参加に伴い、自ら使

用し運転する自動車の改造を必要とする場合に、その自動

車の改造に要する経費を助成します。 
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■第５期実績値及び第６期見込量 

事業名 単位 

第５期計画 第６期計画 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

実績 実績 見込 見込 見込 見込 

日中一時支援事

業 

（日常生活支援） 

実利用者数 

人／年 
61 61 65 68 70 73 

延利用者数 

回／年 
1,377 2,065 2210 2297 2387 2481 

重度身体障がい

者訪問入浴サー

ビス事業 

（日常生活支援） 

実利用者数 

人／年 
3 5 6 5 6 6 

延利用者数 

回／年 
249 274 420 426 512 512 

生活訓練等 実施の有無 有 有 有 有 有 有 

発達障がい等巡

回支援事業 

（日常生活支援） 

巡回支援 

専門員整備 
有 有 有 有 有 有 

スポーツ・レクリ

エーション教室

開催等事業 

（社会参加支援） 

実施の有無 有 有 無 有 有 有 

自動車運転免許

取得助成事業 

（社会参加支援） 

実利用者数 

人／年 
0 1 １ ２ ２ ２ 

自動車改造助成

事業 

（社会参加支援） 

実利用者数 

人／年 
1 0 ２ ２ ２ ２ 
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第４部 

計画の推進に向けて        
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第１章 計画の推進体制  
１ 連携体制 
（１）庁内組織との連携 

庁内においては、社会福祉課を中心に、障がい者の健康・生きがいづくり、保健、医

療、生涯学習、まちづくりなどを担う関係各課による横断的な連携体制を強化し、本市

の地域の実情に合った施策を企画・展開していきます。 

 

（２）関係機関、事業所との連携 
これまでの行政サービスや障がい福祉サービスだけでは、障がい者の自立や利用者本

位によるサービス提供、家族等への支援など困難な部分もあります。 

障がい者や家族が地域で生活することへの安心感を高めるためには、障がい者団体や

ボランティア団体による活動、ＮＰＯ活動、そして多くの地域住民の理解と協力を促進

し、きめ細やかなサービス提供や情報提供体制を確立する必要があります。 

また、障がいサービス事業者が適正な運営とサービスの質の向上を図るよう、指導、

助言等を行い、事業者の取り組みを支援していきます。 

また、多様化・高度化するニーズに適切に対応するために、障がい福祉に関わる職員

の知識及び資質の向上に努めます。 

 

（３）地域住民等との連携 
地域住民、ボランティア、福祉関係団体、サービス事業者、医療機関等と行政とが、

それぞれの役割を果たしながら協力し、障がい者が地域で安心して生活できる地域包括

ケアシステムの実現をめざします。 

また、地域の将来を担う子どもたちが福祉について正しく理解するための福祉教育や、

地域の人々が福祉に対する意識を高め、福祉活動に積極的に参画するように、地域福祉

の理念に基づき、地域全体で福祉を支えていく仕組みの構築を目指します。 
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２ 計画の推進（点検・評価） 
計画をより具体的なものとするため、また、計画の実施がその目的に照らして効果的

であるかどうか等を検証するために、実施状況等の点検が不可欠となります。 

計画の進行管理は、社会福祉課が中心となり、計画の進捗状況の把握・点検と目標達

成状況の評価を行い、取り組みの改善につなげていきます。計画に基づく障がい者施策

の推進にあたっては、様々な社会状況などを踏まえながら、「ＰＬＡＮ（計画）→ＤＯ

（実行）→ＣＨＥＣＫ（評価）→ＡＣＴＩＯＮ（改善）」を行うことにより目標の実現

を目指していきます。 

評価については、事業の実績や指標などを用いて評価を実施し、必要に応じて計画の見

直しを行います。その後、計画期間の最終年度において、総括的な最終評価を行います。 
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